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地震災害対策編 第 1章 第３節  

  

修正後 修正前 修正理由・備考 

第３節 防災上重要な機関の実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱 

 

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱  

  ５ 指定地方行政機関  

機関の名称  処理すべき事務又は業務の大綱  

(3)関東信越厚生局  ア 管内の災害状況の情報収集及び通報に関すること。  

イ 関係機関との連絡調整に関すること。  

（17）関東地方測量部  ア 災害時等における地理空間情報の整備・提供に関すること。  

イ 復旧・復興のための公共測量の指導・助言に関すること。  

ウ 地殻変動の監視に関すること。  

  

７ 指定公共機関 

機 関 の 名 称  処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱  

（略） （略） 

⑷ 電気通信事業者 

（東日本電信電話㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク

㈱、 

楽天モバイル㈱）） 

ア 電気通信設備の保全に関すること。 

イ 災害非常通話の確保及び気象警報の伝達に関すること。 

（略） （略） 

⑹ 中部電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ㈱  

（松本支社安曇野営業所） 

ア 電力施設の保全、保安に関すること。 

イ 電力の供給に関すること。 

（略） （略） 

  

８ 指定地方公共機関  

機関の名称  処理すべき事務又は業務の大綱  

(6)放送事業者  （信越放送㈱、㈱長野放送、㈱テレビ信州、長野朝日放送㈱、

長野エフエム放送㈱、あづみ野テレビ㈱、あづみ野エフエム放

送㈱）  

 気象予報及び警報、災害情報等広報に関すること。 

 

第３節 防災上重要な機関の実施責任と処理すべき事務又は業務の大綱 

 

第２ 処理すべき事務又は業務の大綱    

   ５ 指定地方行政機関    

機関の名称  処理すべき事務又は業務の大綱  

(3)関東信越厚生局  災害時の国立病院における医療・助産・救護の指示調整に関す

ること。 

（17）関東地方測量部  ア 災害時等における地理空間情報の整備・提供に関すること。  

イ 復旧・復興のための公共測量の指導・助言に関すること。  

  

 

 ７ 指定公共機関 

機 関 の 名 称 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

（略） （略） 

⑷ 電気通信事業者 

（東日本電信電話㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱） 

ア 電気通信設備の保全に関すること。 

イ 災害非常通話の確保及び気象警報の伝達に関すること。 

（略） （略） 

⑹ 中部電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ㈱  

（安曇野営業所） 

ア 電力施設の保全、保安に関すること。 

イ 電力の供給に関すること。 

（略） （略） 

 

 

８ 指定地方公共機関    

機関の名称  処理すべき事務又は業務の大綱  

(6)放送会社  （（信越放送㈱、㈱長野放送、㈱テレビ信州、長野朝日放送㈱、

長野エフエム放送㈱、あづみ野テレビ㈱、あづみ野エフエム放

送㈱）  

 気象予報及び警報、災害情報等広報に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 文言の修正 

  

 国土地理院による

修正 

 

 

 

 

 

事業者の追加 

 

 

 

事業者名の変更 

 

 

 

 

 

文言及び事業者名

の修正 

 

 



 

2 

 

地震災害対策編 第２章 第１節 

   修正後      修正前    修正理由・備考  

  第１節 地震に強いまちづくり 

第３ 計画の内容  

２ 地震に強いまちづくり  

 (2) 実施計画  

ア【市が実施する計画】（全部局） 

(ア) 地震に強い都市構造の形成  

ａ 避難路、緊急輸送路など防災上重要な経路を構成する道路について災害時の交通の

確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又は制限を行う

とともに、国が促進する一般送配電事業者、電気通信事業者における無電柱化の取

組と連携しつつ、無電柱化の促進を図るものとする。 

ｄ 立地適正化計画による都市のコンパクト化及び防災まちづくりの推進にあたって

は、災害リスクを十分考慮の上、居住誘導区域を設定するとともに、同計画にハー

ド・ソフト両面からの防災対策・安全確保対策を定める防災指針を位置付けるもの

とする。  

(ウ) ライフライン施設の機能の確保  

ａ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活動など

に支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上下水道、工

業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス、廃棄物処理施設等のライ

フライン施設の耐震性の確保を図るとともに、系統多重化、代替施設の整備等によ

る代替性の確保を進めるものとする。  

(カ) 災害応急対策等への備え  

ｅ 他の関係機関と連携の上、災害時に発生する状況を予め想定し、災害対応を時系

列で整理した防災行動計画（タイムライン）を作成するよう努めるものとする。ま

た、災害対応の検証等を踏まえ、必要に応じて同計画の見直しを行うとともに、平

時から訓練や研修等を実施し、同計画の効果的な運用に努めるものとする。 

ｈ 平常時より、災害による被害が予測される空家等の状況の確認に努めるものとす 

る。  

イ【県が実施する計画】（全部局）  

  第１節 地震に強いまちづくり 

第３ 計画の内容  

 ２ 地震に強いまちづくり  

  (2) 実施計画  

ア【市が実施する計画】（全部局） 

(ア) 地震に強いまち構造の形成 

ａ 安曇野市防災広場を整備するなど、防災拠点等の災害時において防災に資する公共

施設の積極的整備を図る。 

 

 

(新設)  

  

 

 

      (ウ) ライフライン施設等の機能の確保  

ａ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活動などに

支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上下水道、工業用

水道、電気、通信サービス等のライフライン施設や廃棄物処理施設の耐震性の確保を

図るとともに、系統多重化、代替施設の整備等による代替性の確保を進めるものとす

る。  

  

 (カ) 災害応急対策等への備え  

(新設)  

  

（新設） 

 

 

イ【県が実施する計画】（全部局）  

 

 

 

 

 

国の防災基本計画に合わ

せて修正 
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(ア) 地震に強い都市構造の形成  

ａ  広域物資輸送拠点、地域内輸送拠点を経て、各指定避難所への支援物資を届けるた

めの緊急輸送ルートの確保を早期に確実に図るため、主要な拠点と高規格道路等のア

クセス強化、ネットワーク機能の向上、道路防災対策等を通じて、強靭で信頼性の高

い道路網の整備を図る。また、避難路、緊急輸送路など防災上重要な経路を構成する

道路について、災害時の交通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路

の占用の禁止又は制限を行うとともに、国が促進する一般送配電事業者、電気通信事

業者における無電柱化の取組と連携しつつ、無電柱化の促進を図る。  

(ウ) ライフライン施設の機能の確保  

ａ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活動な

どに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上下水

道、工業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス、廃棄物処理施設

等のライフライン施設の耐震性の確保を図るとともに、系統多重化、代替施設の

整備等による代替性の確保を進める。  

  特に、３次医療機関等の人命に関わる重要施設へのライフラインの重点的な耐震

化を進める。  

また、廃棄物処理施設については、大規模災害時に稼動することにより、電力

供給や熱供給等の役割も期待できることから、始動用緊急電源のほか、電気・

水・熱の供給設備を設置するよう努めるものとする。  

(カ) 災害応急対策等への備え  

ｆ 他の関係機関と連携の上、災害時に発生する状況を予め想定し、災害対応を時系列

で整理した防災行動計画（タイムライン）を作成するよう努めるものとする。また、

災害対応の検証等を踏まえ、必要に応じて同計画の見直しを行うとともに、平時から

訓練や研修等を実施し、同計画の効果的な運用に努めるものとする。  

ｇ 災害発生時の迅速かつ円滑な救助の実施体制の構築に向けて、あらかじめ市町村と

救助に必要な施設、設備、人員等について意見交換を行うとともに、事務委任制度

や救助実施市制度の積極的な活用により役割分担を明確化するなど、調整を行って

おくものとする。  

(ア) 地震に強い都市構造の形成  

ａ  広域物資輸送拠点、地域内輸送拠点を経て、各指定避難所への支援物資を届けるた

めの緊急輸送ルートの確保を早期に確実に図るため、主要な市街地等と高速道路のア

クセス強化等、ネットワーク機能の向上、道路情報ネットワークシステム、道路防災

対策等を通じて安全性、信頼性の高い道路網の整備を図る。また、避難路、緊急輸送

路など防災上重要な経路を構成する道路について、災害時の交通の確保を図るため、

必要に応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又は制限を行うとともに、無電柱化

の促進を図る。  

(ウ) ライフライン施設等の機能の確保  

ａ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活動な

どに支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上下水道、

工業用水道、電気、通信サービス等のライフライン施設や廃棄物処理施設の耐震性

の確保を図るとともに、系統多重化、代替施設の整備等による代替性の確保を進め

る。  

  特に、３次医療機関等の人命に関わる重要施設へのライフラインの重点的な耐震化

を進める。  

また、廃棄物処理施設については、大規模災害時に稼動することにより、電力供

給や熱供給等の役割も期待できることから、始動用緊急電源のほか、電気・水・熱

の供給設備を設置するよう努めるものとする。  

(カ) 災害応急対策等への備え  

（新設）  

  

  

  

 

ｆ 災害発生時の迅速かつ円滑な救助の実施体制の構築に向けて、あらかじめ市町村と救

助に必要な施設、設備、人員等について意見交換を行うとともに、事務委任制度や救

助実施市制度の積極的な活用により役割分担を明確化するなど、調整を行っておくも

のとする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画に合わ

せて修正 



 

4 

 

ｈ 随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等との災害

協定の締結を推進するものとする。  

ｉ  災害応急対策への協力が期待される建設業団体等の担い手の確保・育成に取り組む

ものとする。  

ｊ  大規模停電発生時に電源車の配備等、関係省庁、電気事業者等から円滑な支援を受

けられるよう、あらかじめ、病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命に関わ

る重要施設及び災害応急対策に係る機関が保有する施設の非常用電源の設置状況、

最大燃料備蓄量、燃料確保先、給油口規格等を収集・整理し、リスト化を行うよう

努めるものとする。  

 

 

ウ【関係機関が実施する計画】  

（略） 

(ウ) ライフライン施設の機能の確保  

ａ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活動など

に支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上下水道、工

業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス、廃棄物処理施設等のライ

フライン施設の耐震性の確保を図るとともに、系統多重化、代替施設の整備等によ

る代替性の確保を進めるものとする。  

ｂ ライフライン事業者は、災害時に円滑な対応が図られるよう、ライフラインの被害

状況の予測・把握及び緊急時の供給について、あらかじめ計画を作成し、体制を整

備しておくものとする。また、ライフライン施設の応急復旧に関して、広域的な応

援を前提として、あらかじめ事業者間で広域的な応援体制の整備に努めるものとす

る。  

ｃ 関係機関と密接な連携をとりつつ、ライフライン共同収容施設としての共同溝・電

線共同溝の整備を図るものとする。  

ｄ コンピューターシステムやデータのバックアップ対策を講じるとともに、企業等に

おける安全確保に向けての自発的な取組を促進するものとする。  

ｇ 随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等との災害協

定の締結を推進するものとする。  

ｈ  災害応急対策への協力が期待される建設業団体等の担い手の確保・育成に取り組む

ものとする。  

ｉ  大規模停電発生時に電源車の配備等、関係省庁、電気事業者等から円滑な支援を受

けられるよう、あらかじめ、病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命に関わる

重要施設及び災害応急対策に係る機関が保有する施設の非常用電源の設置状況、最大

燃料備蓄量、燃料確保先、給油口規格等を収集・整理し、リスト化を行うよう努める

ものとする。  

 

 

ウ【関係機関が実施する計画】  

（略） 

(ウ) ライフライン施設等の機能の確保  

ａ ライフラインの被災は、安否確認、住民の避難、救命・救助等の応急対策活動などに

支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、上下水道、工業用

水道、電気、通信サービス等のライフライン施設や廃棄物処理施設の耐震性の確保を

図るとともに、系統多重化、代替施設の整備等による代替性の確保を進めるものとす

る。  

 (新設)  

  

  

 

   

 

ｂ 関係機関と密接な連携をとりつつ、ライフライン共同収容施設としての共同溝・電線

共同溝の整備を図るものとする。  

ｃ コンピューターシステムやデータのバックアップ対策を講じるとともに、企業等にお

ける安全確保に向けての自発的な取組を促進するものとする。  
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(カ) 災害応急対策等への備え  

（略） 

ｆ 他の関係機関と連携の上、災害時に発生する状況を予め想定し、災害対応を時系列で

整理した防災行動計画（タイムライン）を作成するよう努めるものとする。また、災害

対応の検証等を踏まえ、必要に応じて同計画の見直しを行うとともに、平時から訓練や

研修等を実施し、同計画の効果的な運用に努めるものとする。  

ｇ 病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命に関わる重要施設の管理者は、発災後 

72 時間の事業継続が可能となる非常用電源を確保するよう努めるものとする。 

 

 

(カ) 災害応急対策等への備え  

（略） 

（新設）  

  

  

  

ｆ 病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命に関わる重要施設の管理者は、発災後

72時間の事業継続が可能となる非常用電源を確保するよう努めるものとする。  
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地震災害対策編 第２章 第２節 

  

修正後 修正前 修正理由・備考 

第２節 情報の収集・連絡体制計画 

  

第３ 計画の内容  

 １ 情報の収集・連絡体制の整備  

(2)実施計画  

イ【県が実施する計画】  

（略） 

(サ) 発災時に安否不明者（行方不明者となる疑いのある者）等の氏名等の公表や安否情

報の収集・精査を行う場合に備え、市町村等と連携の上、あらかじめ一連の手続等に

ついて整理し、明確にしておくものとする。（危機管理部）  

 

 ３ 通信手段の確保  

(2)実施計画  

イ【県が実施する計画】  

(エ) 衛星携帯電話、携帯電話、ＭＣＡ移動無線、公共安全ＬＴＥ（ＰＳ－ＬＴＥ）等の

移動系の応急対策機器の整備を図る。（危機管理部、警察本部） 

 第２節 情報の収集・連絡体制計画    

  

第３ 計画の内容  

 １ 情報の収集・連絡体制の整備  

(2)実施計画  

（略） 

イ【県が実施する計画】  

（新設)  

  

  

 ３ 通信手段の確保  

(2)実施計画  

イ【県が実施する計画】  

(エ) 衛星携帯電話、携帯電話、ＭＣＡ移動無線等の移動系の応急対策機器の整備を

図る。（危機管理部、警察本部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画に合わ

せて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画に合わ

せて修正 
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地震災害対策編 第２章 第３節 

  修正後      修正前    修正理由・備考  

  第３節 活動体制計画    

  

第３ 計画の内容  

１ 職員の非常参集体制の整備   

(2) 実施計画  

ア【市及び松本広域消防局が実施する計画】（全部局、松本広域消防局） 

(ウ) 応急対策全般への対応力を高めるため、国の研修機関等及び地方公共団体の研修

制度・内容の充実、大学の防災に関する講座等との連携、専門家の知見の活用等に

より、人材の育成を図るとともに、緊急時に外部の専門家等の意見・支援を活用で

きるような仕組みを平常時から構築することに努めるものとする。  

  

イ【県が実施する計画】（全部局）  

(オ) 応急対策全般への対応力を高めるため、国の研修機関等及び地方公共団体の研修

制度・内容の充実、大学の防災に関する講座等との連携、専門家の知見の活用等に

より、人材の育成を図るとともに、緊急時に外部の専門家等の意見・支援を活用で

きるような仕組みを平常時から構築することに努めるものとする。  

 

３ 防災中枢機能等の確保  

(1) 現状及び課題  

災害時に応急対策の中心的役割を果たす各機関の施設、設備については、災害に対する

安全性の確保等に努める必要がある。  

県においては、耐震化されている西庁舎に災害対策本部機能等を持つ防災センターを整

備したが、県庁舎の他の部分については構造が高層で、かつ年数を経た建物もあり、外

壁、内壁、天井等地震により崩落等が発生し、応急対策活動に支障をきたすことが懸念さ

れる。  

  第３節 活動体制計画    

  

第３ 計画の内容  

１ 職員の非常参集体制の整備  

 (2) 実施計画  

ア【市及び松本広域消防局が実施する計画】（全部局、松本広域消防局） 

      (ウ) 応急対策全般への対応力を高めるため、人材の育成を図るとともに、緊急時に外

部の専門家等の意見・支援を活用できるような仕組みの構築に努めるものとする。  

  

 

  

  

イ【県が実施する計画】（全部局）  

     (オ) 応急対策全般への対応力を高めるため、人材の育成を図るとともに、緊急時に外  

部の専門家等の意見・支援を活用できるような仕組みの構築に努める。  

 

 

 

３ 防災中枢機能等の確保  

(1) 現状及び課題  

災害時に応急対策の中心的役割を果たす各機関の施設、設備については、災害に対する

安全性の確保等に努める必要がある。  

県においては、耐震化されている西庁舎に災害対策本部機能等を持つ防災センターを整

備したが、県庁舎の他の部分については構造が高層で、かつ年数を経た建物もあり、外

壁、内壁、天井等地震により崩落等が発生し、応急対策活動に支障をきたすことが懸念さ

れる。  

  

  

  

  

   

国の防災基本計画に合 

わせて修正  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画  



 

8 

 

また、再生可能エネルギー等の代替エネルギーシステムや電動車の活用を含めた自家発

電設備、LP ガス災害用バルク、燃料貯蔵設備等の整備や、通信途絶時に備えた衛星通信の

整備等非常用通信手段の確保が必要である。  

さらに、庁舎の点検、補強等を実施する他、庁舎使用不能時に応急対策の中心となる代

替施設の確保を図る必要がある。  

(2) 実施計画  

イ【県が実施する計画】  

（イ） 地震防災緊急事業五箇年計画等に基づき県庁西庁舎に整備した災害対策本部室（防

災センター）、県警災害警備本部の機能を活用し、迅速かつ的確な応急対策活動を実

施できるようにする。（危機管理部、総務部、警察本部）  

４ 複合災害への備え 

 (1)現状及び課題 

同時又は連続して２以上の災害が発生し、それらの影響が複合化することにより、被

害が深刻化し、災害応急対策が困難になる状況の発生可能性を認識し、備えを充実す

る。 

     (2)実施計画 

     【市、県（危機管理部）及び関係機関が実施する計画】 

災害対応にあたる要員、資機材等について、後発災害の発生が懸念される場合には、

先発災害に多くを動員し後発災害に不足が生じるなど、望ましい配分ができない可能性

があることに留意しつつ、要員・資機材の投入判断を行う対応計画にあらかじめ定める

とともに、外部からの支援を早期に要請することも定めるものとする。 

 

５ 業務継続性の確保  

(1) 現状及び課題  

災害時の災害応急対策等の実施や、優先度の高い通常業務の継続のため、災害時に必

要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と事後の

対応力の強化を図る｡  

  

(2) 実施計画  

ア【市及び関係機関が実施する計画】（全部局） 

また、代替エネルギーシステムや電動車の活用を含めた自家発電設備、LP ガス災害用

バルク、燃料貯蔵設備等の整備や、通信途絶時に備えた衛星通信の整備等非常用通信手段

の確保が必要である。  

さらに、庁舎の点検、補強等を実施する他、庁舎使用不能時に応急対策の中心となる代

替施設の確保を図る必要がある。  

(2) 実施計画  

イ【県が実施する計画】  

（イ） 地震防災緊急事業五箇年計画等に基づき県庁西庁舎に整備した災害対策本部室の機

能及び県警災害警備本部の機能を有する（防災センター）を活用し、災害時におい

て迅速かつ的確な応急対策活動を実施できるようにする。（危機管理部、総務部、警

察本部） 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 業務継続性の確保  

(1) 現状及び課題  

災害発生時の災害応急対策等の実施や、優先度の高い通常業務の継続のため、災害

時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制

と事後の対応力の強化を図る｡  

  

 

(2) 実施計画  

ア【市及び関係機関が実施する計画】（全部局） 

に合わせて修正  

  

  

   

  

  

 

風水害対策編の記載  

に合わせて修正  

 

 

国の防災基本計画  

に合わせて修正  
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(ア) 災害時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、災害時に必要と

なる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と事後の

対応力の強化を図る必要があることから、業務継続計画の策定等により、業務継続

性の確保を図るものとする。  

  

イ【県が実施する計画】（全部局）   

(ア)  災害時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、災害時に必要

となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と事後

の対応力の強化を図る必要があることから、業務継続計画の策定等により、業務継

続性の確保を図るものとする。  

(ア)  業務継続計画を策定し、業務継続性の確保を図る。 

 

 

 

 

イ【県が実施する計画】（全部局）   

(ア)  業務継続計画を策定し、業務継続性の確保を図る。  

 



 

10 

 

地震災害対策編 第２章 第６節 

修正後 修正前 修正理由・備考 

第６節 救助・救急・医療計画 

  

第３ 計画の内容  

  １ 救護・救急用資材の整備 

  (1)現状及び課題 

令和５年４月１日現在、松本広域消防局が保有する救助救急車両の保有台数は、救

助 工作車３台、救急自動車 14 台 

 

２ 医療用資機材等の備蓄  

(1)現状及び課題  

災害等緊急時に必要とされる医療用資機材、医療品等については、長野県医薬品卸

協同組合及び長野県医療機器販売業協会において、初期治療用医薬品等 43品目を県下

13箇所に、衛生材料 24品目を県下６箇所に常時備蓄をするとともに、同組合及び同協

会と県が平成 30年３月新たに協定を結び、連携体制の強化を図ったところである。ま

た、（一社）日本産業・医療ガス協会関東地域本部長野県支部との協定に基づき、医療

ガスの確保を図っている。さらには日本赤十字社長野県支部、（一社）長野県医師会、

（一社）長野県歯科医師会、（一社）長野県薬剤師会等の関係機関においても備蓄を行

い、災害時に備えている。  

また、血清・ワクチンについては関係機関に常時保管しており、輸血用血液につい

ては、県下２箇所の血液センターに常時備蓄している。このほか市町村においては、こ

れらの備蓄、調達計画の樹立に努めている。  

 

  ３ 災害拠点病院を中心とした災害医療支援体制の整備  

(2)実施計画  

ウ【関係機関が実施する計画】  

第６節 救助・救急・医療計画 

  

第３ 計画の内容  

  １ 救護・救急用資材の整備 

  (1)現状及び課題 

平成 31 年４月１日現在、松本広域消防局が保有する救助救急車両の保有台数は、

救助 工作車３台、救急自動車 18 台 

 

２ 医療用資機材等の備蓄  

(1)現状及び課題  

災害等緊急時に必要とされる医療用資機材、医療品等については、長野県医薬品卸協

同組合及び長野県医療機器販売業協会において、初期治療用医薬品等 43品目を県下 13

箇所に、衛生材料 24品目を県下６箇所に常時備蓄をするとともに、同組合及び同協会と

県が平成 30年３月新たに協定を結び、連携体制の強化を図ったところである。また、

（一社）日本産業・医療ガス協会関東地域本部長野県支部との協定に基づき、医療ガス

の確保を図っている。さらには日本赤十字社長野県支部、（一社）長野県医師会、（一

社）長野県歯科医師会、（一社）長野県薬剤師会等の関係機関においても備蓄を行い、災

害時に備えている。  

また、血清・ワクチンについては関係機関に常時保管しており、輸血用血液について

は、県下３箇所の血液センターに常時備蓄している。このほか市町村においては、これ

らの備蓄、調達計画の樹立に努めている。  

 

  ３ 災害拠点病院を中心とした災害医療支援体制の整備  

(2)実施計画  

ウ【関係機関が実施する計画】  

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の統合に伴う修

正  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

脱字の修正 
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  (ウ)  災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）が中期的にも活動を展開できる体制の確立や、

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）から中長期的な医療を担うチームへの円滑な引継

ぎを図るため、災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンの確保に

努めるものとする。また、慢性疾患患者の広域搬送についても、関係機関との合同

訓練を通じて、円滑な搬送体制の確保に努めるものとする。  

 

５ 消防及び医療機関相互の連絡体制の整備 

⑵ 実施計画  

ア 【市が実施する計画】（危機管理課、保健医療部） 

 

（削除） 

 

 

(ウ) 安曇野市医師会、安曇野市歯科医師会、安曇野市薬剤師会、長野県柔道整復師会及

び長野県助産師会安曇野地区と締結した「災害時の医療救護活動に関する協定」に

基づき、緊密な連携に努める。 

(エ) 消防機関・医療機関相互の情報交換及び傷病者の移送に対する医療機関との連携が

「市災害時医療救護活動マニュアル」に基づき、円滑に実施されるよう調整を行

う。 

また、近隣市町村に所在する消防機関・医療機関への協力要請については、「長野

県市町村災害時相互応援協定」（資料参照）を締結しており、それら機関との連絡を

平常時から緊密に取り、発災時に円滑な活動で対応できるよう努める。 

(オ) 医療救護活動を実施するための拠点を定め、緊急時における活動体制を確立する。 

(カ) 関係機関の協力を得て、「市災害時医療救護活動マニュアル」に基づく訓練を毎年

１回以上実施する。 

 

(ウ)  災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）が中期的にも活動を展開できる体制の確立や、

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）から中長期的な医療を担うチームへの円滑な引継ぎ

を図るため、災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンに努めるもの

とする。また、慢性疾患患者の広域搬送についても、関係機関との合同訓練を通じ

て、円滑な搬送体制の確保に努めるものとする。  

 

５ 消防及び医療機関相互の連絡体制の整備 

⑵ 実施計画  

ア 【市が実施する計画】（総務部、保健医療部） 

 

(ウ)  災害時に医療施設の診療状況等の情報を迅速に把握するため、 広域災害救急医療情  

報システム（ＥＭＩＳ） 情報システムの整備に努め、操作等の研修・ 訓練を定期的に行

うものとする。 

(エ) 医師会、歯科医師会及び薬剤師会と締結した「災害時の医療救護活動に関する協

定」に基づき、緊密な連携に努める。 

 

(オ) 消防機関・医療機関相互の情報交換及び傷病者の移送に対する医療機関との連携が

「市災害時医療救護活動マニュアル」に基づき、円滑に実施されるよう調整を行う。 

また、近隣市町村に所在する消防機関・医療機関への協力要請については、「長野県

市町村災害時相互応援協定」（資料参照）を締結しており、それら機関との連絡を平常

時から緊密に取り、発災時に円滑な活動で対応できるよう努める。 

(カ) 医療救護活動を実施するための拠点を定め、緊急時における活動体制を確立する。 

(キ) 関係機関の協力を得て、「市災害時医療救護活動マニュアル」に基づく訓練を毎年１

回以上実施する。 

 

 

 

 

 

組織名訂正及び追加 

 

 

広域災害救急医療情  

報システム（ＥＭＩ

Ｓ） 情報システムは

市では扱わないため 
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地震災害対策編 第２章 第 11 節 

  修正後       修正前   修正理由・備考  

  第 11 節 避難の受入活動計画    

  

第３ 計画の内容  

１ 避難計画の策定等  

(2) 実施計画  

ア【市（危機管理課、福祉部、農林部、都市建設部、教育部）県（危機管理部、県民文化

部、健康福祉部、農政部、林務部、建設部、教育委員会）が実施する計画】  

（ア）市及び県は、土砂災害危険箇所等の要配慮者利用施設に対して、警戒避難体制の確

立など防災体制の整備について助言する。  

（ウ）市及び県は、予め住民に対し、ホームページ、広報誌等の様々な媒体により、親

戚・知人宅等への分散避難や、感染症の自宅療養者等の被災時の対応に関する問い合

わせ窓口等の情報を提供するものとする。  

（エ）保健所（長野県健康観察センター）は、陽性判定時又は自宅療養等開始時に、自宅

療養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供するものとする。  

（オ）自宅療養者等の避難の確保を図るため、市は、突発災害時等にも自宅療養者等がす

ぐに避難できるよう、自宅療養者等の避難先として、避難所の専用スペース等（自宅

療養者のための避難所で、一般の避難所とは別の建物をいう。又は同一の建物の場合

では、他の避難者と分けられた部屋、動線、専用トイレ等という。以下同じ。）の確

保に努めるものとする。 

また、保健所は、事前に風水害などが予想される場合には、感染拡大防止のため、

可能な限り宿泊療養施設で自宅療養者等を受け入れられるよう調整に努めるものとす

る。  

  

イ【市が実施する計画】 （全部局、危機管理課） 

（イ）避難計画の作成  

次の事項に留意して避難計画を作成するとともに、自主防災組織の育成、防災訓

練の実施等避難体制の確立に努める。  

  第 11 節 避難の受入活動計画    

  

第３ 計画の内容  

１ 避難計画の策定等  

(2) 実施計画  

ア【市（総務部、福祉部、農林部、都市建設部、教育部）及び県（危機管理部、県民

文化部、健康福祉部、農政部、林務部、建設部、教育委員会）が実施する計画】  

         （ア） 市及び県は、土砂災害危険箇所等の要配慮者利用施設に対して、警戒避難の

確立など防災体制の整備について指導する。 

（新設）  

  

  

  

     （新設） 

  

     （新設） 

  

 

 

 

 

  

  

  

 

イ【市が実施する計画】（全部局、総務部） 

(イ) 避難計画の作成  

次の事項に留意して避難計画を作成するとともに、自主防災組織の育成、防災訓練の

実施等避難体制の確立に努める。  

  

 

   

 

 

組織改編による修正 

 

 

 

国の防災基本計画に合わ

せて修正  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

組織改編による修正 
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ａ 避難指示の具体的な発令基準及び伝達方法 

ｂ 高齢者等避難を伝達する基準及び伝達方法  

 （高齢者等避難、避難指示については第３章第 11節を参照）  

 

エ【県が実施する計画】  

(エ) 帰宅困難者の支援のため、株式会社アップルランド、イオンリテール株式会社東

海・長野カンパニー、合同会社西友、株式会社キラヤ、株式会社ツルヤ、株式会社ニ

シザワ、株式会社ベイシア、株式会社マツヤ、株式会社カインズ、株式会社ケーヨ

ー、本久ケーヨー株式会社、NPO法人コメリ災害対策センター、株式会社綿半ホーム

エイド、長野県石油商業組合、株式会社壱番屋、株式会社セブンーイレブン・ジャパ

ン、山崎製パン株式会社、株式会社ファミリーマート、株式会社モスフードサービ

ス、株式会社ローソン、株式会社吉野家、長野県農業協同組合中央会、株式会社ダス

キン、大塚製薬株式会社との協定に基づき連携を強化する。 

（危機管理部・健康福祉部・農政部）  

 

２ 避難場所等の確保 

（２）実施計画 

ア【市が実施する計画】  

(ア) 市町村は、都市公園、公民館、学校等の公共的施設を対象に、地域的な特性や過去

の教訓、想定される災害、感染症対策等を踏まえ、その管理者の同意を得た上で災害

の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び避難者が避

難生活を送るために必要十分な指定避難所について、必要な数、規模の施設等をあら

かじめ指定し、平常時から、指定避難所の場所、収容人数等について、住民への周知

徹底を図るものとする。  

また、災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも想定し、ホー

ムページやアプリケーション等の多様な手段の整備に努めるものとする。  

ａ 高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保の具体的発令基準及び伝達方法 

ｂ 高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保を伝達する基準及び伝達方法 

（高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保については第３章第 11節を参照） 

 

エ【県が実施する計画】  

(エ) 帰宅困難者の支援のため、株式会社アップルランド、イオンリテール株式会社東

海・長野カンパニー、合同会社西友、株式会社キラヤ、株式会社ツルヤ、株式会

社ニシザワ、株式会社ベイシア、株式会社マツヤ、株式会社カインズ、株式会社

ケーヨー、本久ケーヨー株式会社、NPO法人コメリ災害対策センター、株式会社

綿半ホームエイド、長野県石油商業組合、株式会社壱番屋、株式会社セブンーイ

レブン・ジャパン、山崎製パン株式会社、株式会社ファミリーマート、株式会社

モスフードサービス、株式会社ローソン、株式会社吉野家、長野県農業協同組合

中央会、株式会社ダスキンとの協定に基づき連携を強化する。（危機管理部・農政

部）  

 

２ 避難場所等の確保 

（２）実施計画 

ア【市が実施する計画】  

(ア) 市町村は、都市公園、公民館、学校等の公共的施設を対象に、地域的な特性や過

去の教訓、想定される災害等を踏まえ、その管理者の同意を得た上で災害の危険

が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び被災者が避難

生活を送るための指定避難所について、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指

定し、住民への周知徹底を図るものとする。  

なお、指定した指定緊急避難場所、指定避難所については、市町村地域防災計

画に掲載するものとする。  

 

 

災害対策基本法改正によ

る修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協定締結事業者を反映  
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なお、指定した指定緊急避難場所、指定避難所については、市町村地域防災計画に

掲載するものとする。  

３ 避難所の確保  

(2) 実施計画  

ア【市町村が実施する計画】  

(移設)  

  

（ア） 指定避難所については、避難者を滞留するために必要となる適切な規模を有し、速

やかに被災者等を受け入れることが可能な構造又は設備を有する施設であって、想定

される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所に

あるものを指定するものとする。  

  

  

  

  

  

 

 

 

（イ）指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障がい者、医療的ケア

を必要とする者等の要配慮者のため、必要に応じて、福祉避難所として指定避難所を

指定するよう努めるものとする。特に、医療的ケアを必要とする者に対しては、人工

呼吸器や吸引器等の医療機器の電源の確保等の必要な配慮をするよう努めるものとす

る。 

（ウ）市は、福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、

要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、また、災害が発生し

た場合において要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主と

 

 

３ 避難所の確保  

(2) 実施計画  

ア【市町村が実施する計画】  

（ア） 指定避難所内の一般スペースでは生活することが困難な障がい者等の要配慮

者のため、必要に応じて福祉避難所を指定するよう努めるものとする。  

（イ） 指定避難所については、被災者を滞留するために必要となる適切な規模を有

し、速やかに被災者等を受け入れることが可能な構造又は設備を有する施設で

あって、想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が

比較的容易な場所にあるものを指定するものとする。なお、福祉避難所として

要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の円滑な利

用を確保するための措置が講じられており、また、災害が発生した場合におい

て要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主として要

配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保されるものを指定する

ものとする。また、指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができ

る。  

 

(移設)  

  

  

 

 

(新設)  

  

  

 

  

国の防災基本計画に合わ

せて修正  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画に合わ

せて修正 
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して要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保されるものを指定する

ものとする。  

（エ）指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができるが、指定緊急避難場所

と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害においては当該施設に避難

することが不適当である場合があることを日頃から住民等へ周知徹底するよう努める

ものとする。  

（オ）市は、福祉避難所について、受入れを想定していない避難者が避難してくることが

ないよう、必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として指定避難所を指定する際に、

受入れ対象者を特定して公示するものとする。  

（カ）市は、前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調

整の上、個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避難所

へ直接避難することができるよう努めるものとする。  

（キ）市は、学校を指定避難所として指定する場合には、学校が教育の場であることに配

慮するものとする。また、指定避難所としての機能は応急的なものであることを確認

の上、指定避難所となる施設の利用方法等について、事前に教育委員会等の関係部局

や地域住民等の関係者と調整を図るものとする。  

（ク） 市が全域的に被災する場合又は被災場所の地域性により隣接市町村の方が避難に

利便を有する場合も想定されるので、必要に応じ隣接市町村と指定緊急避難場所、指

定避難所の相互提供等について協議しておくものとする。  

（ケ）指定避難所に指定した施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保するた

めに、換気、照明、冷暖房等の施設の整備に努めるものとする。  

なお、設備の整備に当たっては、電力、ガス等の供給が長期間停止することを想定

した整備に努めるものとする。  

  

  

  

（コ）避難所の感染症対策については、第３章第１６節「保健衛生、感染症予防活動を踏

まえ、平常時から、指定避難所のレイアウトや動線等を確認しておくとともに、感染

 

 

(新設)  

  

 

  

 

 (新設)  

  

  

(新設)  

  

  

（ウ）市町村は、学校を指定避難所として指定する場合には、学校が教育の場であるこ

とに配慮するものとする。また、指定避難所としての機能は応急的なものであるこ

とを確認の上、指定避難所となる施設の利用方法等について、事前に教育委員会等

の関係部局や地域住民等の関係者と調整を図るものとする。  

（エ）市町村が全域的に被災する場合又は被災場所の地域性により隣接市町村の方が避

難に利便を有する場合も想定されるので、必要に応じ隣接市町村と指定緊急避難場

所、指定避難所の相互提供等について協議しておくものとする。  

（オ）指定避難所に指定した施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確保する

ために、換気、照明、冷暖房等の施設の整備に努めるものとする。  

また、避難所の感染症対策については、感染症患者が発生した場合の対応やホ

テルや旅館等の活用等、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携し、

検討するよう努めるものとする。  

なお、設備の整備に当たっては、電力、ガス等の供給が長期間停止することを

想定した整備に努めるものとする。 

 （新設）  
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者患者が発生した場合の対応を含め、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、

必要な措置を講じるよう努めるものとする。  

また、必要な場合には、国や独立行政法人等が所有する研修施設、ホテル・旅館等

の活用を含めて、可能な限り多くの避難所の開設に努めるものとする。  

（サ）指定避難所における備蓄倉庫、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、マ

ット、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器のほか、空調、洋式トイレ等避難の実

施に必要な施設・設備の整備に努め、要配慮者にも配慮するものとする。 また、停

電時においても、施設・設備の機能が確保されるよう、再生可能エネルギーの活用を

含めた非常用発電設備等の整備に努めるものとする。 

  

（シ）テレビ、携帯ラジオ等避難者による災害情報の入手に資する機器の整備を図るもの

とする。また、要配慮者のニーズを把握し、適切な情報保障を行うものとする。  

  

（ス）指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、水、携帯トイ

レ、簡易トイレ、非常用電源、常備薬、マスク、消毒液、段ボールベッド、パーティ

ション、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資や感染症対策に必要な物資等の

備蓄に努めるものとする。また、灯油、ＬＰガスなどの常設に努めるものとする。ま

た、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子供にも配慮するものとする。  

（セ）避難行動要支援者を安全かつ適切に避難させるため、地域住民の助け合いの力等に

よる避難行動要支援者一人ひとりの状況に即した避難支援体制を確立する。  

なお、災害発生時に避難所となる公共施設については、段差解消やスロープの設置

等要配慮者に配慮した施設整備を行うと共に、必要な物資等の備蓄に努めるものとす

る。 

（ソ）医療機関、社会福祉施設等との密接な連携の下に、災害発生時における避難行 

動要支援者の緊急受入れ等について、支援協力体制の確立に努めるものとする。  

（タ）公有地はもとより民有地についても極力安全空間の確保に努め、今後開発される地

域においても、その計画が指定緊急避難場所及び指定避難所としての条件を満たすよ

う協力を求めていくものとする。 

  

  

  

 

（カ）指定避難所における備蓄倉庫、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイ

レ、マット、簡易ベッド、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器のほか、空

調、洋式トイレ等避難の実施に必要な施設・設備の整備に努め、要配慮者にも配

慮するものとする。  

 

 

（キ）テレビ、携帯ラジオ等被災者による災害情報の入手に資する機器の整備を図る

ものとする。また、要配慮者のニーズを把握し、適切な情報保障を行うものとす

る。   

（ク）指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、水、非常

用電源、常備薬、マスク、消毒液、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資

の備蓄に努めるものとする。また、灯油、ＬＰガスなどの常設に努めるものとす

る。 

 

（ケ）避難行動要支援者を安全かつ適切に避難させるため、地域住民の助け合いの力

等による避難行動要支援者一人ひとりの状況に即した避難支援体制を確立する。  

なお、災害発生時に避難所となる公共施設については、段差解消やスロープの

設置等要配慮者に配慮した施設整備を行うと共に、必要な物資等の備蓄に努める

ものとする。  

（コ）医療機関、社会福祉施設等との密接な連携の下に、災害発生時における避難行

動要支援者の緊急受入れ等について、支援協力体制の確立に努めるものとする。  

（サ）公有地はもとより民有地についても極力安全空間の確保に努め、今後開発

される地域においても、その計画が指定緊急避難場所及び指定避難所として

の条件を満たすよう協力を求めていくものとする。 
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（チ）「長野県避難所運営マニュアル策定指針」（令和４年３月改定）、長野県避難所 TKB

スタンダード等を参考として、各避難所の運営マニュアル等の整備に努めるものとす

る。  

（ツ）マニュアルの作成、訓練等を通じて、指定避難所の運営管理のために必要な知識等

の普及に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的

に指定避難所を運営できるように配慮するよう努めるものとする。  

      特に、夏季には熱中症の危険性が高まるため、熱中症の予防や対処法に関する普及

啓発に努めるものとする。  

（テ）指定避難所として指定した学校等の施設については、備蓄のためのスペース確保や

通信設備の整備等に努めるものとする。また、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡

大に努めるものとする。  

（ト）指定避難所については、他の市町村からの被災住民を受け入れることができるよう

配慮するものとする。  

（ナ）安全が確保された後に、避難行動要支援者を円滑に指定緊急避難場所から指定避難

所へ移送するため、運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び移送方法についてあ

らかじめ定めるよう努めるものとする。  

（ニ）指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に避難

所運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。  

（ヌ）市及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保のた

めに、専門家、ＮＰＯ・ボランティア等との定期的な情報交換に努めるものとする。  

 

イ 【県が実施する計画】  

(ア) 市町村の避難所運営の参考となるよう「長野県避難所運営マニュアル策定指針」

（令和４年３月改定）について新たな知見、近年発生した災害の教訓を踏まえ適切

な見直しに努めるとともに、良好な環境の確保のため、特にトイレ（衛生）、キッ

チン（食事）、ベッド等（睡眠）については、水準目標(以下「長野県避難所 

TKBスタンダード」という。)を示すよう努めるものとする。（危機管理部）  

（シ）「長野県避難所運営マニュアル策定指針」（令和２年７月改定）、長野県避難所 

TKBスタンダード等を参考として、各避難所の運営マニュアル等の整備に努めるも

のとする。  

（ス）マニュアルの作成、訓練等を通じて、指定避難所の運営管理のために必要な知

識等の普及に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住民等

が主体的に指定避難所を運営できるように配慮するよう努めるものとする。  

  

  

（セ）指定避難所として指定した学校等の施設については、備蓄のためのスペース確

保や通信設備の整備等に努めるものとする。また、必要に応じ指定避難所の電力

容量の拡大に努めるものとする。  

（ソ）指定避難所については、他の市町村からの被災住民を受け入れることができる

よう配慮するものとする。  

（タ）市は、安全が確保された後に、避難行動要支援者を円滑に指定緊急避難場所か

ら指定避難所へ移送するため、運送事業者等の協力を得ながら、移送先及び移送

方法についてあらかじめ定めるよう努めるものとする。  

（チ）市は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で

事前に避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。  

（ツ）市町村及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な

確保のために、専門家等との定期的な情報交換に努めるものとする。  

 

イ 【県が実施する計画】（県有施設管理部局）  

(ア)「長野県避難所運営マニュアル策定指針」（令和２年７月改定）について新たな知

見、近年発生した災害の教訓を踏まえ適切な見直しに努める。 
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(イ) 県有施設について市町村の指定避難所の指定に協力する。（県有施設管理部局）  

(ウ) 県有施設の避難に関する計画の策定に当たり、職員は平常時から避難経路上の障害

物の除去等を行い、その確保に努める。（県有施設管理部局）  

(エ) 市町村が指定避難所として指定した学校等の県有施設については、備蓄のためのス

ペースや通信設備の整備等に努める。また、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡

大に努めるものとする。（県有施設管理部局）  

（オ）避難所の感染症対策については、第３章第１６節「保健衛生、感染症予防活動」を

踏まえ、平常時から、指定避難所のレイアウトや動線等を確認しておくとともに、感

染者患者が発生した場合の対応を含め、危機管理部と健康福祉部が連携して、必要な

措置を講じるよう努めるものとする。  

また、必要な場合には、国や独立行政法人等が所有する研修施設、ホテル・旅館

等の活用を含めて、市町村による可能な限り多くの避難所の確保に協力するものと

する。 

(カ)  指定避難所における備蓄倉庫、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、マ

ット、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器のほか、空調、洋式トイレ等避難の実施

に必要な施設・設備の整備、要配慮者への配慮について支援を行うものとする。また、

停電時においても、施設・設備の機能が確保されるよう、再生可能エネルギーの活用を

含めた非常用発電設備等の整備の支援を行うものとする。  

４ 住宅の確保体制の整備   

(2) 実施計画  

イ【県が実施する計画】（建設部）   

(ウ) 賃貸住宅等の情報体制強化のため、(公社)長野県宅地建物取引業協会、（公社）全

日本不動産協会長野県本部及び（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会との協定に基

づき連携を強化する。（建設部）  

(エ) 災害救助法が適用された場合、災害救助法第４条第１項第１号に規定する応急仮設

住宅を提供するため、供給体制の整備を図る。（建設部）  

ｂ (一社)プレハブ建築協会、 (一社)全国木造建設事業協会、（一社）長野県建設業

協会、（一社）日本 RV・トレーラーハウス協会及び（一社）日本ムービングハウス

協会との「災害時における応急仮設住宅の建設に関する協定書」に基づき連携を強

化する。 

 (イ) 県有施設について市町村の指定避難所の指定に協力する。  

（ウ）県有施設の避難に関する計画の策定に当たり、職員は平常時から避難経路上の

障害物の除去等を行い、その確保に努める。  

（エ）市町村が指定避難所として指定した学校等の県有施設については、備蓄のため

のスペースや通信設備の整備等に努める。また、必要に応じ指定避難所の電力容量

の拡大に努めるものとする。  

(新設)  

  

 

 

 

 

 

     （新設） 

  

 

 

 

 

４ 住宅の確保体制の整備   

(2) 実施計画  

イ【県が実施する計画】（建設部）   

(ウ) 賃貸住宅等の情報体制強化のため、(一社)長野県宅地建物取引業協会、（公社）全日

本不動産協会長野県本部及び（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会との協定に基づき

連携を強化する。（建設部）  

(エ) 災害救助法が適用された場合、災害救助法第４条第１項第１号に規定する応急仮設

住宅等を提供するため、供給体制の整備を図る。（建設部）  

ｂ (一社)プレハブ建築協会、 (一社)全国木造建設事業協会、（一社）長野県建設

業協会との「災害時における応急仮設住宅の建設に関する協定書」に基づき連携

を強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画に合わ

せて修正  

  

 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

正式な団体名称へ変更  

    

応急仮設住宅の提供の記 

載であることを明確化  

 

今年度締結した協定者を

反映  
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地震災害対策編 第２章 第 19 節  

  修正後      修正前    修正理由・備考  

  第 19 節 上水道施設災害予防計画    

 

第３ 計画の内容 

１ 現状及び課題  

水道事業者等については、施設の耐震化、老朽 施設の更新等を計画的に進めている

が、施設の建設には多大な費用が必要となるため、施設整備が十分とは言えないのが現状

である。  

またライフラインの確保として、他事業と調整し、緊急時連絡管等の整備が必要であ

る。  

水道事業者相互の応援体制については、長野県市町村災害時相互応援協定及び長野県水

道協議会水道施設災害等相互応援要綱により他市町村及び他水道事業者へ応援を依頼する

ことが可能であり、また長野県水道協議会水道施設災害等相互応援要綱により、(公社)日

本水道協会を通じて全国的に応援を依頼することが可能である。   

  

  第 19 節 上水道施設災害予防計画    

  

第３ 計画の内容  

１ 現状及び課題  

水道事業者等については、施設の耐震化、老朽 施設の更新等を計画的に進めている

が、施設の建設には多大な費用が必要となるため、施設整備が十分とは言えないのが現状

である。  

またライフラインの確保として、他事業と調整し、緊急時連絡管等の整備が必要であ

る。  

水道事業者相互の応援体制については、長野県市町村災害時相互応援協定及び長野県水

道協議会水道施設災害等相互応援要綱により他市町村へ応援を依頼することが可能であ

り、また長野県水道協議会水道施設災害相互応援要綱により、日本水道協会を通じて全国

的に応援を依頼することが可能である。  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

国の防災基本計画に合わ

せて修正 
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 地震災害対策編 第２章 第 21節  

   

修正後 修正前 修正理由・備考 

第２１節 通信・放送施設災害予防計画 

  

第３ 計画の内容  

３ 電気通信施設災害予防  

   (2) 実施計画  

ウ【東日本電信電話㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱、楽天モバイル

㈱が実施する計画】  

  

  ５ 警察無線通信施設災害予防  

(1) 現状および課題  

警察通信施設は、警察本部、各警察署及び無線中継所のそれぞれの設備に耐震対策を

実施している。特に無線中継所にあっては、平成６年度以降に建設されたものは、鉄骨

造りＡＬＣとする等、耐震性、不燃堅牢性について強化を図っている。また、地震によ

る長期停電に備え、警察本部、各警察署及び主要無線中継所には、発動発電機が整備さ

れている。無線多重回線については、２ルート化及びグループ化の構成となり、信頼性

の向上を図っている。平成 27 年度から４ヵ年にわたってヘリコプターテレビシステムの

整備を行い、被災現場における情報収集体制の強化を図っている。災害に強い情報収集

並びに連絡体制の強化を図るため、衛星通信設備の整備を行う。  

 

 第２１節 通信・放送施設災害予防計画    

  

第３ 計画の内容  

３ 電気通信施設災害予防  

   (2) 実施計画  

ウ【東日本電信電話㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱が実施する計

画】  

 

  ５ 警察無線通信施設災害予防  

(1) 現状および課題  

警察通信施設は、警察本部、各警察署及び無線中継所のそれぞれの設備に耐震対策を

実施している。特に無線中継所にあっては、平成６年度以降に建設されたものは、鉄骨造

りＡＬＣとする等、耐震性、不燃堅牢性について強化を図っている。また、地震による長

期停電に備え、警察本部、各警察署及び主要無線中継所には、発動発電機が整備されてい

る。無線多重回線については、平成５年度に２ルート化の工事を完了し、信頼性の向上を

図っている。平成８年度にはヘリコプターテレビシステムの整備を行い、被災現場におけ

る情報収集体制の強化を図っている。また、衛星通信固定局の整備を行い、災害に強い情

報収集と同報性の確保を図っている。  

 

 

  

  

  

  

  

事業者の追加  

  

  

  

  

 

 

 

  

  

警察本部による修正 
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地震災害対策編 第２章 第 24 節 

  修正後      修正前    修正理由・備考  

第 24 節 土砂災害等の災害予防計画 

 第３ 計画の内容 

２ 山地災害危険地対策  

(1) 現状及び課題  

山腹崩壊、土砂流出のおそれのある山地災害危険地区については、令和３年４月１日現

在、山腹崩壊危険地区 3,727 箇所、崩壊土砂流出危険地区 4,635 箇所である。 

第 24 節 土砂災害等の災害予防計画 

 第３ 計画の内容 

 ２ 山地災害危険地対策  

(1) 現状及び課題  

山腹崩壊、土砂流出のおそれのある山地災害危険地区については、平成 24 年４月１日現

在、山腹崩壊危険地区 107 箇所、地すべり危険地区 21 箇所、崩壊土砂流出危険地区 51 箇所

である。 

  

  

  

  

時点修正 
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地震災害対策編 第２章 第 26 節 

  修正後      修正前    修正理由・備考  

第 26 節 建築物災害予防計画 

  第３ 計画の内容 

４ 文化財  

(1) 現状及び課題  

文化財は、文化財保護法又は文化財保護条例等により、その重要なものを指定し保護す

ることになっている。これらは貴重な国民的財産であり、正しく次世代に継承していくこ

とが必要である。  

建造物については、そのほとんどが木造であるため、震災等の災害対策とともに防火対

策に重点をおき、それぞれの文化財の性質・形状及びその環境に応じて保全を図り、あわ

せて見学者の生命・身体の安全にも十分注意する。  

また、建造物内には未指定の美術工芸品や文書等の文化財が存在している場合が多いた

め、その把握に努め、被災した文化財に対する応急措置に備えておくことが必要である。  

  

(2) 実施計画  

ア【市が実施する計画】 （教育部） 

（ウ）区域内の文化財の所在の把握に努めるものとする。  

イ 【県が実施する計画】（教育委員会）  

（ウ） 被災した文化財に対する応急措置に関する連携体制を整えるとともに、必要な

備品の配備を行う。  

ウ【所有者が実施する計画】  

（ア）防災管理体制及び防災施設の整備（資料編参照）をし、自衛消防隊の確立を図る

ものとする。  

（イ）建造物内にある文化財の把握に努めるものとする。  

第 26 節 建築物災害予防計画 

  第３ 計画の内容 

４ 文化財  

(1) 現状及び課題  

文化財は、文化財保護法又は文化財保護条例等により、その重要なものを指定し保護す

ることになっている。これらは貴重な国民的財産であり、正しく次世代に継承していくこ

とが必要である。  

建造物については、そのほとんどが木造であるため、震災等の災害対策とともに防火対

策に重点をおき、それぞれの文化財の性質・形状及びその環境に応じて保全を図り、あわ

せて見学者の生命・身体の安全にも十分注意する。  

  

  

   

(2) 実施計画  

ア【市が実施する計画】 （教育部） 

（新設） 

イ 【県が実施する計画】（教育委員会）  

（新設）  

 

 ウ【所有者が実施する計画】  

防災管理体制及び防災施設の整備（資料編参照）をし、自衛消防隊の確立を図るものと

する。  

        （新設）  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

 

令和元年東日本台風災害

等を踏まえ、文化財の被

災に係る対策について修

正  
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 地震災害対策編 第２章 第 29節  

  修正後      修正前    修正理由・備考  

  第 29 節 ため池災害予防計画    

  

第１ 基本方針  

市内には６箇所と数は少ないが、農業用ため池が存在している。 

下流域に人家や公共施設等がある農業用ため池が大規模地震により被災した場合には、受

益農地の営農に支障をきたすばかりでなく、甚大な被害が生じるおそれがある。  

このため、適切な維持管理や監視体制についてため池管理者を指導するとともに、耐震 

性が確保されていない施設について耐震化工事を実施し、災害の発生を未然に防止する。  

  

第２ 主な取組み  

決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与えるおそれのある防

災重点農業用ため池について、優先して対策に取り組む。  

１ 緊急時の迅速な避難行動につなげる対策  

ハザードマップの作成及び公表により、地域住民にわかりやすい防災情報を提供する。  

２ 施設機能の適切な維持・補強に向けた対策  

防災重点農業用ため池の耐震化工事を推進するとともに、農業用水として利用されなく

なったため池は、所有者等の合意を得た上で、廃止を促進する。  

  

 

第３ 計画の内容  

１ 現状及び課題  

ため池台帳に記載されている農業用ため池のほか、受益のなくなった旧農業用ため池もあ

る。 

老朽化が進んだ施設も存在しており、下流に人家や公共施設等がある農業用ため池が決

壊した場合には、甚大な被害を及ぼす恐れがあることから、適切な維持管理や耐震化工事

が必要である。  

  

２ 実施計画  

  第 29 節 ため池災害予防計画    

  

第１ 基本方針  

市内には７箇所と数は少ないが、農業用ため池が存在している。 

下流域に人家や公共施設等がある農業用ため池が大規模地震により被災した場合には、受

益農地の営農に支障をきたすばかりでなく、甚大な被害が生じるおそれがある。  

このため、適切な維持管理や監視体制について施設管理者に指導するとともに、耐震性 

が確保されていない施設については、耐震化工事を実施し、災害の発生を未然に防止する。  

  

第２ 主な取組み  

決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与えるおそれのある 

「防災重点農業用ため池」について、優先して対策に取り組む。  

(1) 緊急時の迅速な避難行動につなげる対策  

ハザードマップの作成及び公表により、地域住民にわかりやすい防災情報を提供する。  

(2) 施設機能の適切な維持・補強に向けた対策  

農業用水として利用されなくなったため池は所有者等の合意を得た上で、廃止を促進す

る。また、決壊した場合に人的被害を与えるおそれがあるため池は、耐震対策を推進す

る。  

  

第３ 計画の内容  

１ 現状及び課題  

ため池台帳に記載されている農業用ため池のほか、受益のなくなった旧農業用ため池もあ

る。 

老朽化が進んだ施設も存在しており、下流に人家や公共施設等がある農業用ため池が決壊

した場合には、甚大な被害を及ぼす恐れがあることから、適切な維持管理や耐震対策を講じ

ていく必要がある。  

  

２ 実施計画  

  

   

 

数量の修正 

 

 

文言の修正  

 

  

  

 

記号の修正  

記号・文言の修正  

  

  

   

記号・文言の修正  

  

  

  

  

   

 

 

 

記号・文言の修正  
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（１）【市が実施する計画】 （農林部） 

ウ ため池ハザードマップを作成し、住民に周知するものとする。  

 

（２）【県が実施する計画】（農政部） 

イ 地震耐性評価の結果、耐震性が確保されていないため池について、計画的に耐震化工

事を実施する。  

ウ 市町村が実施するため池ハザードマップ作成を支援する。  

エ 市町村・ため池管理者を対象に、管理体制強化のための研修会を開催する。  

 

（３）関係機関が実施する計画】  

ア ため池管理者は、非常事態が発生した場合、直ちに市町村に緊急連絡ができるよう、

災害に備えた監視体制を組織化するものとする。  

イ ため池サポートセンターは、ため池管理者と連携し、定期的に点検を実施するととも

に、市町村に点検結果を報告するものとする。  

（１）【市が実施する計画】（農林部）  

ウ ハザードマップを作成し、住民への周知を図るものとする。  

  

（２）【県が実施する計画】（農政部）  

イ 耐震性点検の結果、耐震性が確保されていないため池について、計画的に耐震化

工事を実施する。  

ウ 市町村が行うハザードマップ作成に対して、支援する。  

       （新設） 

 

 

（３）【関係機関が実施する計画】  

ア 管理団体において災害に備えた監視体制を組織化し、非常事態が発生した場合は、直

ちに市町村に緊急連絡ができるようにする。  

イ 適時巡回点検を実施し、施設の状況について調査するとともに市町村に結果を報告す

る。  

  

  

 

 

 

 

 

 

「研修会開催」の追記  

  

 

文言の修正  

  

「ため池サポートセンタ

ー」について追記 
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地震災害対策編 第２章第 33節  

  修正後      修正前    修正理由・備考  

  第 33 節 防災知識普及計画    

  

第３ 計画の内容  

１ 住民等に対する防災知識の普及活動  

(2) 実施計画  

ア【市が実施する計画】  

(ア) 住民に対して防災知識を普及させるため、新聞、テレビ、ラジオ等のマスメディ

ア、市ホームページ、住民向け講座及び各種広報資料等により次の事項の啓発活動

を行う。  

g 避難行動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対する危険性の認識、

正常性バイアス等を克服し、避難行動を取るべきタイミングを逸することなく適切な

行動をとること  

h 指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等の避難場所、避難経路等

の確認  

i 広域避難の実効性を確保するための、通常の避難との相違点を含めた広域避難の考

え方  

j 家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影するなど、生

活の再建に資する行動 

ｋ 「自らの命は自らが守る」という「自助」の防災意識  

ｌ 地域、職場、家庭等のコミュニティにおいて相互に協力し、助け合う「共助」の

防災意識  

ｍ 地震が発生した場合の出火防止対策、近隣の人々と協力して行う救助活動、応

急手当、避難行動、自動車運転の自粛等様々な条件の下で防災上とるべき行動に

関する知識 

ｎ 正確な情報入手の方法 

ｏ 要配慮者に対する配慮  

  第 33 節 防災知識普及計画    

  

第３ 計画の内容  

１ 住民等に対する防災知識の普及活動  

 (2) 実施計画  

ア【市が実施する計画】  

(ア) 住民に対して防災知識を普及させるため、新聞、テレビ、ラジオ等のマスメディ

ア、市ホームページ、住民向け講座及び各種広報資料等により次の事項の啓発活動

を図る。  

(新設)  

  

 

  

(新設)  

  

(新設)  

  

(新設)  

  

ｇ 「自らの命は自らが守る」という「自助」の防災意識  

ｈ 地域、職場、家庭等のコミュニティにおいて相互に協力し、助け合う「共助」の

防災意識  

ｉ 地震が発生した場合の出火防止対策、近隣の人々と協力して行う救助活動、応

急手当、避難行動、自動車運転の自粛等様々な条件の下で防災上とるべき行動に

関する知識 

ｊ 正確な情報入手の方法 

ｋ 要配慮者に対する配慮  

  

  

  

  

  

  

  

   

 

災害対策基本法改正によ

る修正  

  

国の防災基本計画に合わ

せて修正  
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ｐ 男女のニーズの違いに対する配慮  

ｑ 指定避難所や仮設住宅、ボランティアの活動場所等において、被災者や支援者

が性暴力・ＤＶの被害者にも加害者にもならないよう、「暴力は許されない」と

いう意識 

ｒ 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容  

ｓ 各地域における避難対象地域、急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識 

ｔ 各地域における緊急避難場所及び避難経路に関する知識  

ｕ 避難生活に関する知識  

ｖ 平常時から住民が実施し得る、概ね３日分の生活必需品の備蓄、家具の固定、出

火防止等の平素からの対策及び災害発生時における応急措置の内容や実施方法  

ｗ 住宅の耐震診断と必要な耐震改修の実施  

ⅹ 南海トラフ地震（東海地震を含む）に関する知識  

(a) 南海トラフ全域を対象として、異常な現象を観測した場合や地震発生の可能性

が相対的に高まっていると評価した場合等に、南海トラフ地震臨時情報を気象庁

が発表するという知識  

(b) 南海トラフ地震防災対策推進地域においては、南海トラフ地震臨時情報が発せ

られた場合にとるべき行動等の知識   

(c) 南海トラフ地震防災対策推進地域においては、南海トラフ地震の発生形態には

多様性があるという知識  

(d) 東海地震に係る地震防災対策強化地域においては、東海地震に関連する情報、

警戒宣言が発せられた場合にとるべき行動等の知識 

ｙ 緊急地震速報を受けたときの適切な対応行動  

ｚ 「むやみに移動を開始しない」という帰宅困難者対策に対する基本原則や安否確

認手段について平時から積極的に広報するよう努める。  

aa 急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識 

ab 各地域における指定緊急避難場所、指定避難所及び避難路に関する知識 

ac 被害想定区域外にも被害が及ぶ可能性があることについて 

ｌ 男女のニーズの違いに対する配慮  

（新設）  

   

 

ｍ 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容  

ｎ 各地域における避難対象地域、急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識 

ｏ 各地域における緊急避難場所及び避難経路に関する知識  

ｐ 避難生活に関する知識  

ｑ 平常時から住民が実施し得る、概ね３日分の生活必需品の備蓄、家具の固定、出

火防止等の平素からの対策及び災害発生時における応急措置の内容や実施方法  

ｒ 住宅の耐震診断と必要な耐震改修の実施  

ｓ 南海トラフ地震（東海地震を含む）に関する知識  

(a) 南海トラフ全域を対象として、異常な現象を観測した場合や地震発生の可能性

が相対的に高まっていると評価した場合等に、南海トラフ地震臨時情報を気象庁

が発表するという知識  

(b) 南海トラフ地震防災対策推進地域においては、南海トラフ地震臨時情報が発せ

られた場合にとるべき行動等の知識   

(c) 南海トラフ地震防災対策推進地域においては、南海トラフ地震の発生形態には

多様性があるという知識  

(d) 東海地震に係る地震防災対策強化地域においては、東海地震に関連する情報、

警戒宣言が発せられた場合にとるべき行動等の知識 

ｔ 緊急地震速報を受けたときの適切な対応行動  

ｕ 「むやみに移動を開始しない」という帰宅困難者対策に対する基本原則や安否確

認手段について平時から積極的に広報するよう努める。  

ｖ 急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識 

ｗ 各地域における指定緊急避難場所、指定避難所及び避難路に関する知識 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

   

災害対策基本法の改正 

を踏まえた修正  
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（キ）大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、関係機関と連携して、実

践型の防災訓練を実施するよう努めるものとする。 

（ク）地域の災害リスクに基づいた定期的な防災訓練を、夜間等様々な条件に配慮し、

居住地、職場、学校等においてきめ細かく実施又は行うよう指導し、住民の災害時

の避難行動、基本的な防災用資機材の操作方法等の習熟を図るものとする。また、

感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応に備え、感染症対策に配慮した避

難所開設・運営訓練を積極的に実施するものとする。 

イ【県が実施する計画】（全部局）  

（オ）大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、関係機関と連携して、実

践型の防災訓練を実施するよう努めるものとする。 

（カ）地域の災害リスクに基づいた定期的な防災訓練を、夜間等様々な条件に配慮し、  

居住地、職場、学校等においてきめ細かく実施又は行うよう指導し、住民の災害時

の避難行動、基本的な防災用資機材の操作方法等の習熟を図るものとする。また、

感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応に備え、感染症対策に配慮した避

難所開設・運営訓練を積極的に実施するものとする。 

 

３ 学校における防災教育の推進  

(1) 現状及び課題  

幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校（以下この節において「学校」

という）において幼児及び児童生徒（以下この節において「児童生徒等」という）が正

しい防災知識を身につけることは、将来の災害に強い住民を育成するうえで重要であ

る。  

そのため、体系的かつ地域の災害リスクに基づいた防災教育に関する指導内容の整

理、指導時間の確保などを行ったうえで、学校における防災訓練等をより実践的なもの

にするとともに、学級活動等をとおして、防災教育を推進する。  

 

(2)実施計画  

【市及び県が実施する計画】（県民文化部、教育委員会）  

（新設）  

  

（新設） 

 

 

 

 

 

イ【県が実施する計画】（全部局）  

       （新設） 

 

        （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

３ 学校における防災教育の推進  

(1) 現状及び課題  

幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校（以下この節において「学校」

という）において幼児及び児童生徒（以下この節において「児童生徒等」という）が正

しい防災知識を身につけることは、将来の災害に強い住民を育成するうえで重要であ

る。  

そのため、学校における防災訓練等をより実践的なものにするとともに、学級活動等

をとおして、防災教育を推進する。  

 

 

(2)実施計画  

【市及び県が実施する計画】（県民文化部、教育委員会）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画に合わ

せた修正  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画に合わ

せて修正  
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（イ） 消防団員等が参画した体験的・実践的な防災教育の推進に努めるものとする。  

（ウ） 児童生徒等の発達段階に応じて、防災教育用教材やパンフレット等を活用して以

下の事項等について指導を行い、自らの安全を確保するための行動及び他の人や集

団、地域の安全に役立つことができる態度や能力を養うものとする。  

ａ 防災知識一般  

ｂ 避難の際の留意事項  

ｃ 登下校中、在宅中に災害が発生した場合の対処の方法 

ｄ 具体的な危険箇所  

ｅ 要配慮者に対する配慮  

（エ） 教職員向けの指導資料の活用や研修会の実施等により、教職員の安全・防災意識

の高揚を図るものとする。  

 

   （新設）  

（イ） 児童生徒等の発達段階に応じて、防災教育用教材やパンフレット等を活用して以下

の事項等について指導を行い、自らの安全を確保するための行動及び他の人や集団、

地域の安全に役立つことができる態度や能力を養う。  

ａ 防災知識一般  

ｂ 避難の際の留意事項  

ｃ 登下校中、在宅中に災害が発生した場合の対処の方法 

ｄ 具体的な危険箇所  

ｅ 要配慮者に対する配慮  

（ウ） 教職員向けの指導資料の活用や研修会の実施等により、教職員の安全・防災意識の

高揚を図る。  
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地震災害対策編 第３章 第１節 

  修正後      修正前    
修正理由・備考  

  第１節 災害情報の収集・連絡活動    

  

第２ 活動の内容  

 ３ 被害状況等の調査と調査責任機関 

被害状況の調査は、次表に掲げる機関が関係の機関及び団体の協力を得て実施する。調査に当た

っては、関係機関は相互に連絡を密にし、正確な情報の把握に努めるものとする。 

市は、被害が甚大である等、市において被害調査が実施できないときは、 次表の協力機関に定め

る県現地機関等に応援を求めるものとし、県現地機関等は速やかに必要な応援を行い、被害情報等

の把握に努める。 

地域振興局長は、被災地における被害の状況から情報の収集・連絡体制の強化が必要であると認

められる場合は、県危機管理防災課（応援・受援本部）に情報連絡員（県本部リエゾン）等の応援

派遣を求めるものとする。この場合、県危機管理防災課（応援・受援本部）は必要な職員を速やか

に派遣するものとする。 また、市、県は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることがで

きないような災害が発生したときは、速やかにその規模を把握するための情報を収集するよう特に

留意し、被害の詳細が把握できない状況にあっても、迅速に当該情報の報告 に努めるものとする。 

市は、特に行方不明者の数については捜索・救助体制の検討に必要な情報であるため、住民登録

や外国人登録の有無にかかわらず、市内で行方不明となった者について、県警察本部の協力に基づ

き正確な情報の収集に努めるものとする。また、要救助者の迅速な把握のため、安否不明者につい

ても、関係機関の協力を得て、積極的に情報収集を行うものとする。 

 

調査事項  調査機関  協力機関  

概況速報 市（危機管理課） 県関係現地機関 

人的及び住家の被害 
市（危機管理課、政策部）、松本広域

消防局 
松本地域振興局 

高齢者等避難、避難指

示、緊急安全確保避難状

況 

市（危機管理課）、松本広域消

防局 
松本地域振興局 

社会福祉施設被害 市（福祉部）、施設経営者 松本保健福祉事務所 

農・畜・養蚕・水産業被

害 
市（農林部） 

松本地域振興局・松本農業農村

支援センター・家畜保健衛生

所・食肉衛生検査所・水産試験

場・農業協同組合 

農地・農業用施設被害 市（農林部） 
松本地域振興局、土地改良

区、水利組合 

  第１節 災害情報の収集・連絡活動    

  

第２ 活動の内容  

３ 被害状況等の調査と調査責任機関  

被害状況の調査は、次表に掲げる機関が関係の機関及び団体の協力を得て実施する。調査に

当たっては、関係機関は相互に連絡を密にし、正確な情報の把握に努めるものとする。 

市は、被害が甚大である等、市において被害調査が実施できないときは、 次表の協力機関

に定める県現地機関等に応援を求めるものとし、県現地機関等は速やかに必要な応援を行い、

被害情報等の把握に努める。 

地域振興局長は、被災地における被害の状況から情報の収集・連絡体制の強化が必要である

と認められる場合は、県危機管理防災課（応援・受援本部）に情報連絡員（県本部リエゾン）

等の応援派遣を求めるものとする。この場合、県危機管理防災課（応援・受援本部）は必要な

職員を速やかに派遣するものとする。 また、市、県は、自らの対応力のみでは十分な災害対

策を講じることができないような災害が発生したときは、速やかにその規模を把握するための

情報を収集するよう特に留意し、被害の詳細が把握できない状況にあっても、迅速に当該情報

の報告 に努めるものとする。 

市は、特に行方不明者の数については捜索・救助体制の検討に必要な情報であるため、住民

登録や外国人登録の有無にかかわらず、市内で行方不明となった者について、県警察本部の協

力に基づき正確な情報の収集に努めるものとする。 

 

 

調査事項  調査機関  協力機関  

概況速報 市（総務部） 県関係現地機関 

人的及び住家の被害 
市（総務部、政策部）、松本広域消防

局 
松本地域振興局 

高齢者等避難、避難指

示・緊急安全確保避難状

況 

市（総務部）、松本広域消防局 松本地域振興局 

社会福祉施設被害 市（福祉部）、施設経営者 松本保健福祉事務所 

農・畜・養蚕・水産業被

害 
市（農林部） 

松本地域振興局・松本農業農村

支援センター・家畜保健衛生

所・食肉衛生検査所・水産試験

場・農業協同組合 
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林業関係被害 
市（農林部）、松本地域振興

局、中信森林管理署 
松本森林組合 

公共土木施設被害 

市（都市建設部）、安曇野建設事

務所、犀川砂防事務所、北陸地方

整備局関係機関 

 

土砂災害等による被害 
市（都市建設部）、安曇野建設

事務所、犀川砂防事務所 
 

都市施設被害 
市（都市建設部）・流域下水道

関係事務所 
安曇野建設事務所 

水道施設被害 市（上下水道部） 松本地域振興局 

廃棄物処理施設被害 市（市民生活部）・施設管理者 松本地域振興局 

感染症関係被害 市（保健医療部） 松本保健福祉事務所 

医療施設関係被害 施設管理者 松本保健福祉事務所 

商工関係被害 市（商工観光スポーツ部） 松本地域振興局・市商工会 

観光施設被害 市（商工観光スポーツ部） 
松本地域振興局、市観光協

会 

教育関係被害 市（教育部）、設置者・管理者 松本教育事務所  

県有財産被害 県関係機関  

市有財産被害 市（総務部）  

公益事業関係被害  鉄道・通信・電力等関係機関 松本地域振興局 

警察調査被害 安曇野警察署 安曇野市・警備業協会 

火災速報 
市（危機管理課）、松本広域消

防局 
 

危険物等の事故による被害 
市（市民生活部）、松本広域消

防局 
  

水害等情報 市、水防関係機関   

 

 

５ 災害情報の収集・連絡系統  

(3) 関係機関における実施事項の概要  

ア 被害報告等  

(ア)【 市が実施する事項】  

ａ あらかじめ定められた「市地域防災計画」等における情報収集連絡体制をとり、第

２の３において市が調査機関として定められている事項については被害状況等を調査

のうえ、第２の４に定める様式及び連絡系統により県現地機関等に報告するものとす

農地・農業用施設被害 市（農林部） 
松本地域振興局、土地改良

区、水利組合 

林業関係被害 
市（農林部）、松本地域振興

局、中信森林管理署 
松本森林組合 

公共土木施設被害 

市（都市建設部）、安曇野建設事

務所、犀川砂防事務所、北陸地方

整備局関係機関 

 

土砂災害等による被害 
市（都市建設部）、安曇野建設

事務所 
 

都市施設被害 
市（都市建設部）・流域下水道

関係事務所 
安曇野建設事務所 

水道施設被害 市（上下水道部） 松本地域振興局 

廃棄物処理施設被害 市（市民生活部）・施設管理者 松本地域振興局 

感染症関係被害 市（保健医療部） 松本保健福祉事務所 

医療施設関係被害 施設管理者 松本保健福祉事務所 

商工関係被害 市（商工観光部） 松本地域振興局・市商工会 

観光施設被害 市（商工観光部） 
松本地域振興局、市観光協

会 

教育関係被害 市（教育部）、設置者・管理者 松本教育事務所  

県有財産被害 県関係機関  

市有財産被害 市（財政部）  

公益事業関係被害  鉄道・通信・電力等関係機関 松本地域振興局 

警察調査被害 安曇野警察署 安曇野市・警備業協会 

火災速報 市（総務部）、松本広域消防局  

危険物等の事故による被害 
市（市民生活部）、松本広域消

防局 
  

水害等情報 市、水防関係機関   

  

 ５ 災害情報の収集・連絡系統  

(3) 関係機関における実施事項の概要  

ア 被害報告等  

(ア) 【 市が実施する事項】  

ａ あらかじめ定められた「市地域防災計画」における情報収集連絡体制をとり、第

２の２において市が調査機関として定められている事項については被害状況等を調

査のうえ、前記⑴、⑵に定める様式及び連絡系統により県現地機関等に報告する。
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る。なお、火災・災害等即報要領第３直接即報基準に該当する災害が発生した場合

は、消防庁に対しても直接報告する。 

（イ）【県（本庁）の実施する事項】  

ｅ  危機管理防災課（災害対策本部室）は、要救助者の迅速な把握による救助活動の効

率化・円滑化のために必要と認めるときは、市町村等と連携の上、安否不明者等の氏名

等を公表し、その安否情報を収集・精査することにより、速やかな安否不明者等の絞り

込みに努める。    

ｆ 危機管理防災課（災害対策本部室）は、掌握した被害状況を必要に応じ自衛隊の連絡

班に連絡する。  

ｇ 危機管理防災課（総括調整班）は、地域振興局長から情報連絡員（県本部リエゾ

ン）等の応援派遣を求められたときは、危機管理部長（災害対策本部室長）の指示によ

り派遣の要否を決定する。  

ｈ 危機管理防災課（災害対策本部室）は、県等が実施する応急対策等について、長野県

防災情報システム等により、地域振興局、被災市町村、指定地方行政機関、指定公共機

関及び指定地方公共機関へ連絡する。  

ｉ 危機管理防災課（災害対策本部室）は、市町村において通信手段の途絶等が発生し、

災害情報の報告が十分なされていないと判断するときは、調査のための職員派遣、ヘリ

コプター等の機材や各種通信手段の効果的活用等により、あらゆる手段を尽くして災害

情報等の把握に努める。  

ｊ 国が開催する連絡会議及び調整会議において、自らの対応状況や被災市町村等を通じ

て把握した被災地の状況等を関係省庁等に共有し、必要な調整を行うよう努める。  

（ウ）【県現地機関等の実施する事項】（松本地域振興局）  

ｃ 掌握した被害状況等を長野県防災情報システム等により、松本地域振興局総務管理 

課及び県（本庁）の主管課に報告又は連絡する。  

ｄ 松本地域振興局長は、被害規模が甚大である場合等で市町村及び関係現地機関におけ

る情報収集の円滑な実施が困難であると認められる場合は、県危機管理防災課（応援・

受援本部）に情報連絡員（県本部リエゾン）等の応援派遣を求めるものとする。 

なお、火災・災害等即報要領第３直接即報基準に該当する災害が発生した場合は、

消防庁に対しても直接報告する。  

（イ）【県（本庁）の実施する事項】  

（新設）  

  

  

  

ｅ 危機管理部（災害対策本部室）は、掌握した被害状況を必要に応じ自衛隊の連絡

班に連絡する。  

ｆ 危機管理部（応援・受援本部）は、地域振興局長から情報連絡員（県本部リエゾ

ン）等の応援派遣を求められたときは、危機管理部長（災害対策本部室長）の指示

により派遣の要否を決定する。  

ｇ危機管理部（災害対策本部室）は、県等が実施する応急対策等について、長野県

防災情報システム等により、地域振興局、被災市町村、指定地方行政機関、指定

公共機関及び指定地方公共機関へ連絡する。  

ｈ 危機管理防災課（災害対策本部室）は、市町村において通信手段の途絶等が発生

し、災害情報の報告が十分なされていないと判断するときは、調査のための職員

派遣、ヘリコプター等の機材や各種通信手段の効果的活用等により、あらゆる手

段を尽くして災害情報等の把握に努める。  

（新設）  

  

  

（ウ）【県現地機関等の実施する事項】（松本地域振興局）  

ｃ 掌握した被害状況等を長野県防災情報システム等により、地域振興局総務管理課

及び県（本庁）の主管課に報告又は連絡する。  

ｄ 松本地域振興局長は、被害規模が甚大である場合等で市町村及び関係現地機関に

おける情報収集の円滑な実施が困難であると認められる場合は、県危機管理防災

課（総括調整班）に情報連絡員（県本部リエゾン）等の応援派遣の派遣を求める

ものとする。  
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イ 地震情報   

（イ）震度速報  

震度３以上を観測した場合に発表する情報。  

地震発生後約１分半で、震度３以上を観測した地域名と地震の揺れの検知時刻を速報。  

 

（ウ）地震情報（震源に関する情報）   

震度３以上を観測した場合に発表する情報。ただし、津波警報または注意報を発表した

場合は発表しない。  

「津波の心配がない」または「若干の海面変動があるかもしれないが被害の心配はな

い」旨を付加して、地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）を発表。 

（エ）地震情報（震源・震度に関する情報）  

震度３以上を観測、津波警報・注意報発表または若干の海面変動が予想される、緊急地

震速報（警報）を発表のいずれかに該当する場合に発表する情報。  

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）、震度３以上の地域名と市町村

毎の観測した震度を発表。  

震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手していない地点がある場合は、その市町

村名を発表。  

  

（オ）地震情報（各地の震度に関する情報） 

震度１以上を観測した場合に発表する情報。  

震度１以上を観測した地点のほか、地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュー

ド）を発表。  

震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手していない地点がある場合は、その地点

名を発表。  

※地震が多数発生した場合には、震度３以上の地震についてのみ発表し、震度２以下の

地震については、その発生回数を「その他の情報（地震回数に関する情報）」で発表。  

（カ）地震情報（その他の情報）  

 

イ 地震情報   

（イ）震度速報   

震度３以上の大きな揺れを伴う地震が発生したことを知らせる情報。   

地震発生後約１分半で、震度３以上を観測した地域名と地震の揺れの発現時刻を

発表する。一般にはラジオ、テレビを通じて発表する。   

（ウ）地震情報（震源に関する情報）   

震度３以上の地震が発生した場合に発表する情報。地震の震源要素（発生時刻、

緯度、経度、深さ、地震の規模（マグニチュード））、震央地名とともに「津波の心

配なし」または「若干の海面変動があるかもしれないが被害の心配はない」旨を発

表する。   

ただし、津波警報・注意報を発表したときには、この情報は発表しない。 

（エ）地震情報（震源・震度に関する情報）   

震度３以上を観測した場合、津波警報・注意報を発表した場合、若干の海面変動

が予想される場合、緊急地震速報（警報）を発表した場合のいずれかに該当すると

きに発表する情報。   

地震の震源要素、震央地名、地域震度と震度３以上が観測された市町村名を発表す

る。   

また、震度５弱以上になった可能性がある地域・市町村の震度情報が得られてい

ない場合に、その市町村名を発表する。   

（オ）地震情報（各地の震度に関する情報） 

  震度１以上を観測した場合に発表する情報。   

地震の震源要素、震央地名、県内及び隣接県内の震度観測点ごとの震度からなる。   

また、震度５弱以上になった可能性がある震度観測点の震度情報が得られていない

場合に、その地点名を発表する。 

  

（カ）地震情報（その他の情報）   

顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地震が多発した場合に、震度１以上を観

測した地震の回数を知らせる情報。  
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顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地震が多発した場合の震度１以上を観測した地

震回数情報等を発表。  

（キ）地震情報（推計震度分布図）   

震度５弱以上を観測した場合に発表する情報。観測した各地の震度データをもとに、250

ｍ四方ごとに推計した震度（震度４以上）を図情報として発表。  

  

（ク） 長周期地震動に関する観測情報震度３以上を観測した場合に発表する情報。  

高層ビル内での被害の発生可能性等について、地震の発生場所（震源）やその規模（マ

グニチュード）、地域ごと及び地点ごとの長周期地震動階級等を発表。  

 

６ 通信手段の確保  

   (２)【県が実施する事項】  

カ 県消防防災ヘリコプター又は県警ヘリコプターによる テレビ画像情報の送信を行う。 

（危機管理部、警察本部）   

 

 （キ）地震情報（推計震度分布図）   

震度５弱以上を観測した場合に発表する情報。観測した各地の震度データをもと

に、１km四方ごとに推計した震度（震度４以上）を図情報として発表  

  

 

 

（新設）  

  

  

 

 

６ 通信手段の確保  

   (２)【県が実施する事項】  

   カ 県（警察）有ヘリコプターによるテレビ画像情報の送信を行う。（警察本部）  

  

 

 

 

 

長周期地震動に関する観

測情報について記載 

 

 

 

 

 

文言及び担当部署の修正 
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地震災害対策編 第３章 第３節 

  修正後      修正前    修正理由・備考  

  第３節 広域相互応援活動    

  

第１ 基本方針  

災害発生時において、その規模及び被害状況等から、安曇野市単独では十分な応急・復旧

活動を実施することが困難な場合、市町村相互、消防機機関相互及び公共機関等相互におい

ては、法令及び応援協定に基づき、また、表の左欄に掲げる場合に行う具体的な広域応急対

策活動は、それぞれ同表の中・右欄に掲げる応急対策活動要領及び計画に定めるところによ

り、協力して迅速かつ円滑な応急・復旧活動を実施するものとする。  

なお、市が被災した場合は、発災直後の概括的な被害状況等を迅速に把握し、応援要請に

遅れが生じないようにするとともに、災害が発生した場合、災害応急業務等が急激に増加

し、災害マネジメント、避難所運営、罹災証明書交付等のための要員の確保が必要になり、

当該市町村の職員だけで対応していくことが困難な状況になることから、応援要請に当たっ

ては、受入れ体制に十分配慮の上、総括支援チーム、応援職員の派遣要請を行うものとす

る。  

また、他市町村が被災したときは、被災地の被害状況等の情報収集を積極的に行うととも

に、被災状況によっては、応援要請ができない可能性があることから、相互応援協定等によ

り、必要に応じて先遣隊を派遣し、支援の必要性を判断することとする。  

職員を派遣する際は、感染症対策のため、応援職員の派遣に当たっては、派遣職員の健康

管理やマスク着用等を徹底するものとする。  

また、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執務スペースの

適切な空間の確保に配慮するものとする。  

   

①東海地震に関連する情報の１つである東海地震

注意情報が発表された場合 

②東海地震に係る警戒宣言が発せられ、地震災害

警戒本部が設置された場合 

③東海地震が発生し、その災害に対処するために

緊急災害対策本部が設置された場合 

また、事前の情報が発表されることなく、東海

地震が突発的に発生した場合 

・「東海地震応急対策活動要領」（平成15年 
12月16日中央防災会議決定、平成18年4月 
21日修正） 
・「「東海地震応急対策活動要領」に基づく 
具体的な活動内容に係る計画」（平成16 
年6月29日中央防災会議幹事会申合せ、平 

成 18年 4月 21日修正） 

  第３節 広域相互応援活動    

  

第１ 基本方針  

災害発生時において、その規模及び被害状況等から、安曇野市単独では十分な応急・復

旧活動を実施することが困難な場合、市町村相互、消防機機関相互及び公共機関等相互にお

いては、法令及び応援協定に基づき、また、表の左欄に掲げる場合に行う具体的な広域応急

対策活動は、それぞれ同表の中・右欄に掲げる応急対策活動要領及び計画に定めるところに

より、協力して迅速かつ円滑な応急・復旧活動を実施するものとする。  

なお、市が被災した場合は、発災直後の概括的な被害状況等を迅速に把握し、応援要請に

遅れが生じないようにするとともに、応援要請に当たっては、受入れ体制に不備が生じない

よう十分配慮する。  

  

   

また、他市町村が被災したときは、被災地の被害状況等の情報収集を積極的に行うととも

に、被災状況によっては、応援要請ができない可能性があることから、相互応援協定等によ

り、必要に応じて先遣隊を派遣し、支援の必要性を判断することとする。  

   

  

  

  

  

   

①東海地震に関連する情報

の１つである東海地震注意

情報が発表された場合  

②東海地震に係る警戒宣言

が発せられ、地震災害警戒

本部が設置された場合  

・「東海地震応急対策活動要

領」（平成 15年 12月 16

日中央防災会議決定、平

成 18年 4月 21日修正）  

・「「東海地震応急対策活動要

領」に基づく具体的な 

・南海トラフ地震防災対策推

進基本計画（平成 26 年 3 

月 28 日中央防災会議決

定）  

・「南海トラフ地震における

具体的な応急対策活動に関

する計画」（平成 27 年 3 

  

  

  

  

   

 

 

 

 

国の防災基本計画に合 

わせた修正  

  

  

   

 

 

 

   

国の防災基本計画に合 

わせた修正  

  

  

   

  

  

国の防災基本計画に合 

わせた修正  
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①地震発生時の震央地名の区域が、「南海トラフの

巨大地震モデル検討会」において設定された想

定震源断層域と重なる区域であり、中部地方、

近畿地方及び四国・九州地方のいずれの地域に

おいても、震度６強以上の震度の観測又は大津

波警報の発表のいずれかがあった場合 

②「南海トラフの巨大地震モデル検討会」におい

て設定された想定震源断層域と重なる区域で M

８．０以上の地震が発生し、「南海トラフ地震臨

時情報（巨大地震警戒）」が発表される可能性が

ある場合 

・南海トラフ地震防災対策推進基本計画 

（平成 26 年 3 月 28 日中央防災会議決定） 

・「南海トラフ地震における具体的な応急対策

活動に関する計画」（平成 27 年 3 月 30日中

央防災会議幹事会決定、令和４年６月改定） 

東京23 区の区域において、震度６強以上の震度
が観測された場合、又は東京23 区の区域におい
て震度６強以上の震度が観測されない場合にお
いても、１都３県（埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県）の区域において相当程度の被害が生
じていると見込まれる場合 

・「首都直下地震における具体的な応急対 

策活動に関する計画」（平成 28年３月 29 

日中央防災会議幹事会決定、令和４年６ 

月改定） 

 

 

 

第２ 主な活動  

１ 被害の規模及び状況に応じ、広域受援計画に基づき速やかに応援を要請する。  

２ 災害時に速やかな応援体制を整える。  

 

③東海地震が発生し、その

災害に対処するために緊急

災害対策本部が設置された

場合  

また、事前の情報が発表さ

れることなく、東海地震が

突発的に発生した場合  

活動内容に係る計画」 

（平成 16年 6月 29日中

央防災会議幹事会申合

せ、平成 18年 4月 21日

修正）  

月 30 日中央防災会議幹事

会申合せ）  

東京湾北部地震（東京湾北

部を震源とするマグニチュ

ード７．３の地震）及びそ

の他東京２３区で震度６強

を観測する程度の地震が発

生し、その災害に対処する

ために緊急災害対策本部が

設置された場合  

・「首都直下地震応急対策活

動要領」（平成 18年 4  

月 21 日中央防災会議決 

定、平成 22 年 1月 15 日

修正）  

・「首都直下地震応急対策活

動要領」に基づく具体 

的な活動内容に係る計 

画」（平成 20 年 12月 11 

日中央防災会議幹事会申

合せ）  

  

 

第２ 主な活動  

１ 被害の規模及び状況に応じ、速やかに応援を要請する。  

２ 災害覚知時に速やかな応援体制を整える。  

 

  

 

風水害対策編に記載を

合わせる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画に合

わせた修正 
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第３ 活動の内容  

１ 応援要請  

(2) 実施計画  

ウ【県が実施する計画】  

(ウ) 消防・警察以外に関する応援要請等（危機管理部） 

ｂ 他の都道府県等に対する応援要請  

(a) 知事は、大規模地震災害時等が発生した場合において、その災害応急対策の実施に当た

り、自己のもつ人員、資機材、物資等のみではこれに対処できない、又は、緊急性、地理

的条件、被害状況等により、他の都道府県等に応援を要請することがより効果的等必要が

あると認められる場合は、次に掲げる相互応援協定に基づき、速やかに他の都道府県知事

等に応援を要請する。  

また、次に掲げる相互応援協定以外の場合にも、一層の連携強化が図られるよう努める

とともに、国〔総務省〕と協力し、応急対策職員派遣制度（災害マネジメント総括支援員

による支援を含む。）に基づき、全国の地方公共団体による被災市町村への応援に関する調

整を実施するものとする。  

  

２ 応援体制の整備  

(1) 基本方針  

ア 相互応援協定等に基づく迅速な応援  

応援活動は、被災地方公共団体等が必要とする災害応急対策等を、迅速かつ的確に行う

ことが重要となることから、県、市町村等は、災害時は、事前に締結されている相互応援

協定等に基づき、速やかに情報収集を行うとともに、応援体制を整え、要請を受けた場合

は、早急に出動する必要がある。  

 

(2) 実施計画  

ア【市、県、公共機関及びその他事業者が実施する対策】（危機管理部、関係各部局）  

(ア) 情報収集及び応援体制の確立  

  

第３ 活動の内容  

１ 応援要請  

(2) 実施計画  

ウ【県が実施する計画】  

(ウ) 消防・警察以外に関する応援要請等（危機管理部）  

ｂ 他の都道府県等に対する応援要請  

(a) 知事は、大規模地震災害時等が発生した場合において、その災害応急対策の実

施に当たり、自己のもつ人員、資機材、物資等のみではこれに対処できない、又

は、緊急性、地理的条件、被害状況等により、他の都道府県等に応援を要請する

ことがより効果的等必要があると認められる場合は、次に掲げる相互応援協定に

基づき、速やかに他の都道府県知事等に応援を要請する。  

また、次に掲げる相互応援協定以外の場合にも、一層の連携強化が図られるよ

う努めるとともに、国〔総務省〕と協力し、被災市区町村応援職員確保システム

（災害マネジメント総括支援員による支援を含む。）に基づき、全国の地方公共

団体による被災市町村への応援に関する調整を実施するものとする。  

  

２ 応援体制の整備  

(1) 基本方針  

ア 相互応援協定等に基づく迅速な応援  

応援活動は、被災地方公共団体等が必要とする災害応急対策等を、迅速かつ的

確に行うことが重要となることから、地方公共団体等は、災害の発生を覚知した

ときは、事前に締結されている相互応援協定等に基づき、速やかに情報収集を行

うとともに、応援体制を整え、要請を受けた場合は、早急に出動する必要があ

る。  

 

(2) 実施計画  

ア【市、県、公共機関及びその他事業者が実施する対策】（危機管理部、関係各部局）  

（ア）情報収集及び応援体制の確立  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

国の防災基本計画に合

わせた修正  

  

  

  

  

  

  

  

国の防災基本計画に合

わせた修正  
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県、市町村、公共機関及びその他事業者（以下「応援側」という。）は、災害時は、速

やかに災害規模等の情報収集を行うとともに、応援体制を整え、被災地方公共団体等（以

下「要請側」という。）から要請を受けた場合は、直ちに出動する。  

県、市町村、公共機関及びその他事業者（以下「応援側」という。）は、大

規模災害時等の発生を覚知したときは、速やかに災害規模等の情報収集を行う

とともに、応援体制を整え、被災地方公共団体等（以下「要請側」という。）

から要請を受けた場合は、直ちに出動する。 
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  ３ 受援体制の整備  

  (2) 実施計画  

ア 【市、県、公共機関及びその他事業者が実施する対策】 

円滑な受入れ体制の整備のため、あらかじめ、応急対応業務に必要な物資、人員等につい

て、地域防災計画、受援計画、避難所運営マニュアル、業務継続計画等に規定し、不足が見

込まれる場合は、協定等、他からの応援により確保する方法を検討する。 

また、応援を受けた場合の配置、指揮命令系統等、応援活動に必要な基本的事項の整備を

する。 

３ 受援体制の整備  

  (2) 実施計画  

【ア 【市、県、公共機関及びその他事業者が実施する対策】 

円滑な受入れ体制の整備のため、あらかじめ、応急対応業務に必要な物資、人員等

について、地域防災計画、避難所運営マニュアル、業務継続計画等に規定し、不足が

見込まれる場合は、協定等、他からの応援により確保する方法を検討する。 

また、応援を受けた場合の配置、指揮命令系統等、応援活動に必要な基本的事項の

整備をする。 

 

  

風水害対策編に記載を

合わせる。  
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 地震災害対策編 第３章 第 11節 

  修正後 修正前 修正理由・備考  

第 11 節 避難受入及び情報提供活動 

 

 第３ 活動の内容 

  １ 避難指示 

(2) 実施計画  

ア 実施機関  

(ア) 実施事項及び実施機関 

実 施 事 項 機 関 等 根 拠 対 象 災 害 

避難指示 

市 長 災害対策基本法第 60 条 災害全般 

水防管理者 水防法第 29 条 洪水 

知事又はその命

を受けた職員 

水防法第 29 条・地すべり等防

止法第 25 条 
洪水及び地すべり 

警察官 
災害対策基本法第 61 条 

警察官職務執行法第４条 
災害全般 

指定避難所の開設、受

入 
自衛官 自衛隊法第 94 条 災害全般 

 

 

イ 避難指示の意味  

「指示」とは、被害の危険が目前に切迫している場合等に発せられ、住民を避難のため立ち

退かせるためのものを言う。 

 

   ウ 避難指示及び報告、通知等 

（エ）警察官の行う措置 

ａ 指示 

二次災害等の危険場所等を把握するため、警察署毎に調査班を編成し、住宅地域を中

心に区域を定めて調査を実施する。 

把握した二次災害危険場所等については、市災害対策本部等に伝達し、避難指示等の

発令を促す。 

さらに、的確な避難の指示・誘導を行うため、災害警備本部等が各現場における避難

の指示・誘導を一元的に統制できる体制の整備と通信手段を確保する。 

(ｃ) 市町村長による避難の指示ができないと認めるとき、又は市町村長から要求のあっ

たときは、警察官は災害対策基本法第 61条により、必要と認める地域の必要と認める

居住者、滞在者その他の者に対し、避難のための立ち退き又は緊急安全確保措置を指

示する。  

           この避難指示に従わない者に対する直接強制は認められない。  

第 11 節 避難受入れ及び情報提供活動 

 

第３ 活動の内容 

 １ 避難指示 

(2) 実施計画  

ア 実施機関  

(ア) 実施事項及び実施機関 

実 施 事 項 機 関 等 根 拠 対 象 災 害 

緊急安全確保 市 長 災害対策基本法第 60 条 災害全般 

避難指示 

市 長 災害対策基本法第 60 条 災害全般 

水防管理者 水防法第 29 条 洪水 

知事又はその命

を受けた職員 

水防法第 29 条・地すべり等防

止法第 25 条 
洪水及び地すべり 

警察官 
災害対策基本法第 61 条 

警察官職務執行法第４条 
災害全般 

自衛官 自衛隊法第 94 条 災害全般 

指定避難所の開設、収

容 
市 長 

  

 

イ 避難指示の意味  

居住者等は危険な場所から全員避難する必要がある。 

 

 

 ウ 避難指示及び報告、通知等 

（エ） 警察官の行う措置 

ａ 指示 

二次災害等の危険場所等を把握するため、各警察署毎に調査班を編成し、住宅地域を

中心に区域を定めて調査を実施する。 

把握した二次災害危険場所等については、市災害対策本部等に伝達し、避難指示の発

令を促す。 

さらに、的確な避難の指示・誘導を行うため、災害警備本部等が各現場における避難

の指示・誘導を一元的に統制できる体制の整備と通信手段を確保する。 

(ｃ)  市町村長による避難の指示ができないと認めるとき、又は市町村長から要求のあ

ったときは、警察官は災害対策基本法第 61条により、必要と認める地域の居住者、

滞在者その他の者に対し、避難のための立ち退きを指示する。  

           この避難指示（緊急）に従わない者に対する直接強制は認められない。  

 

 

 

 

 

災害対策基本法の改正

による修正 
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(ｅ) 避難のための指示を行うにあたっては、関係機関と協力し、広報車等により、避難

の理由、指定緊急避難場所、避難路等を明確に指示し、迅速な周知徹底を図る。  

 

 

 

２ 警戒区域の設定  

(2)実施計画  

ウ 警戒区域の設定を行った者は、避難の指示と同様、関係機関及び住民にその内容を周知

する。  

 

４ 避難所の開設・運営  

(2)実施計画  

ア【市が実施する対策】  

（イ） 災害の規模にかんがみ、必要な避難所を、可能な限り当初から開設するよう努めるもの

とする。  

（ウ） 指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、国や独立行政法人等が所有する

研修施設、ホテル・旅館等の活用も含め、可能な限り多くの避難所を開設し、ホームペ

ージやアプリケーション等の多様な手段を活用して周知するよう努めるものとする。特

に、要配慮者に配慮して、被災地域外の地域にあるものを含め、ホテル・旅館等を実質

的に福祉避難所として開設するよう努めるものとする。  

（エ） 避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認するものとする。 

（オ） 避難所を開設したときは、市町村長はその旨を公示し、避難所に収容すべき者を誘導

し保護するものとする。   

 （カ） 指定避難所における正確な情報の伝達、食料、水、清掃等について以下の者の協力 

が得られるように努めるものとする。  

ａ 避難者 

ｂ 住民  

ｃ 自主防災組織  

ｄ 他の地方公共団体 

(ｅ) 避難のための勧告、指示を行うにあたっては、関係機関と協力し、広報車等によ

り、避難の理由、指定緊急避難場所、避難路等を明確に指示し、迅速な周知徹底を

図る。  

 

２ 警戒区域の設定  

(2)実施計画  

ウ 警戒区域の設定を行った者は、避難の勧告又は指示と同様、関係機関及び住民にそ

の内容を周知する。 

 

４ 避難所の開設・運営  

(2) 実施計画  

ア【市が実施する対策】  

(新設)  

  

(新設)  

  

  

  

  

（イ） 避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認するものとする。  

（ウ） 避難所を開設したときは、市町村長はその旨を公示し、避難所に収容すべき者を誘導

し保護する。   

（エ） 指定避難所における正確な情報の伝達、食料、水、清掃等について以下の者の協力が

得られるように努める。  

ａ 避難者 

ｂ 住民  

ｃ 自主防災組織  

ｄ 他の地方公共団体 

ｅ ボランティア  
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ｅ ボランティア  

ｆ 避難所運営について専門性を有した NPO等の外部支援者  

（キ） 指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、避難者に過度の負担がかからないよ

う配慮しつつ、避難者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運営に早期に

移行できるよう、その立ち上げを支援するものとする。  

（ク） 避難者に係る情報の早期把握及び指定避難所で生活せず食料や水等を受け取りに来て

いる避難者等に係る情報の把握に努めるものとする。  

（ケ） 避難の長期化など必要に応じ、プライバシーの確保、男女のニーズの違い等に配慮す

るものとする。  

（コ） 指定避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものであるよう努めるものと

する。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を講

じるものとする。また避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、段ボー

ルベッド等、パーティション等の活用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等

の頻度、医師、保健師、看護師、管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必

要性、食料の確保、配食等の状況、し尿及びごみの処理状況など、避難者の健康状態や

指定避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置をとるよう努める。また必要に応じ、

指定避難所における家庭動物のためのスペースの確保等、同行避難について適切な体制

整備に努めるものとする。  

（サ） 指定避難所における感染症対策のため、受付時の確認、避難者の健康管理や避難所

の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な避難所レイアウト等の必要な措置を講

じるよう努めるものとする。 また、自宅療養者等が指定避難所に避難した場合には、避

難所の専用スペース等での受け入れを適切に行うものとする。 

  

（シ） 指定避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男

女双方の視点等に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の

設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザー

の配布等による指定避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配

慮した指定避難所の運営管理に努めるものとする。  

（新設） 

（オ） 指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、被災者に過度の負担がかからないよ

う配慮しつつ、被災者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運営に早期に

移行できるよう、その立ち上げを支援するものとする。  

（カ） 避難者に係る情報の早期把握及び指定避難所で生活せず食料や水等を受け取りに来て

いる被災者等に係る情報の把握に努める。  

（キ） 避難の長期化など必要に応じ、プライバシーの確保、男女のニーズの違い等に配慮す

る。  

（ク） 指定避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものであるよう努める。その

ため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を講ずる。また

避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、入浴施設設置の有無及び利用

頻度、洗濯等の頻度、医師や保健師、看護師等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必

要性、し尿及びごみの処理状況など、避難者の健康状態や指定避難所の衛生状態の把握

に努め、必要な措置をとるよう努める。 

 

 

  

(新設)  

 

 

 

 

（ケ） 指定避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等

男女双方の視点等に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や

生理用品、女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による指定

避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した指定避難所

の運営管理に努める。  
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（ス） 指定避難所等における女性や子供等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するため、女

性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・浴施設等は昼夜問わず

安心して使用できる場所に設置する、照明を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起

のためのポスターを掲載するなど、女性や子供等の安全に配慮するよう努めるものとす

る。また、警察、病院、女性支援団体との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行

うよう努めるものとする。  

（セ） 災害の規模、避難者の収容状況、避難の長期化等にかんがみ、必要に応じて、ホテ

ル・旅館等への移動を避難者に促す。 

（ソ） 指定避難所への収容及び指定避難所の運営管理にあたっては、要配慮者の態様に

合わせ、次に掲げる事項に十分配慮し、地域住民やＮＰＯ・ボランティア等の協力

を得つつ、計画的に生活環境の整備を図る。 

ａ スロープや洋式仮設トイレの設置、段差の解消、車椅子や障がい者用携帯便器の供給

等の整備を行う。 

ｂ 介護用品、育児用品等必要に応じた生活必需品の調達確保に努める。 

ｃ 災害発生後できる限り速やかに、全ての避難所を対象として要配慮者把握調査を行

い、次のような組織的・継続的な保健福祉サービスの提供が開始できるように努める。 

(a) 介護職員等の派遣  

(b) 入浴サービス等在宅福祉サービスの実施  

(c) 病院や社会福祉施設等への受入れ 

ｄ 要配慮者の心身両面の健康状態に特段の配慮を行い、メンタルケア、保健師等による

巡回健康相談等を実施する。  

ｅ 大画面のテレビ、ファクシミリ、パソコン、ホワイトボード等の設置、アナウンス、

外国語・手話通訳者の派遣等要配慮者に対する情報提供体制を確保する。 

 

（タ） 指定避難所の管理運営にあたり、災害の規模が大きく、市において人員が不足し

困難を来した場合、県職員の派遣を要請し、協力を依頼する。 

（チ） 市教育部及び学校長は、県が実施する対策の例（イ(エ)参照）に準じて、市の地

域防災計画をふまえ、適切な対策を行う。 

（ツ） 指定避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途

絶による孤立が続くと見込まれる場合には、当該地域に指定避難所を設置・維持す

ることの適否を検討する。 

（テ） やむを得ず指定避難所に滞在することができない被災者に対しても、食料等必要

な物資の配布、保健師等による巡回健康相談の実施等保健医療サービスの提供、正

確な情報伝達により、生活環境の確保が図られるよう努めるものとする。 

（ト） 避難所を開設した場合には、関係機関等による支援が円滑に講じられるよう、避

難所の開設状況等を適切に県に報告するよう努めるものとする。 

(新設)  

  

  

  

  

 

（コ） 災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難の長期化等にかんがみ、必要に応じ

て、旅館やホテル等への移動を避難者に促す。  

（サ） 指定避難所への収容及び指定避難所の運営管理にあたっては、要配慮者の態様に

合わせ、次に掲げる事項に十分配慮し、地域住民やＮＰＯ・ボランティア等の協力

を得つつ、計画的に生活環境の整備を図る。 

ａ スロープや洋式仮設トイレの設置、段差の解消、車椅子や障がい者用携帯便器の供給

等の整備を行う。 

ｂ 介護用品、育児用品等必要に応じた生活必需品の調達確保に努める。 

ｃ 災害発生後できる限り速やかに、全ての避難所を対象として要配慮者把握調査を行

い、次のような組織的・継続的な保健福祉サービスの提供が開始できるように努める。 

(a) 介護職員等の派遣  

(b) 入浴サービス等在宅福祉サービスの実施  

(c) 病院や社会福祉施設等への受入れ 

ｄ 要配慮者の心身両面の健康状態に特段の配慮を行い、メンタルケア、保健師等による

巡回健康相談等を実施する。  

ｅ 文字放送テレビ、ラジオ、ファクシミリ、パソコン、ホワイトボード等の設置、アナ

ウンス、外国語・手話通訳者の派遣等要配慮者に対する情報提供体制を確保する。 

 

（シ） 指定避難所の管理運営にあたり、災害の規模が大きく、市において人員が不足し

困難を来した場合、県職員の派遣を要請し、協力を依頼する。 

（ス） 市教育部及び学校長は、県が実施する対策の例（イ(エ)参照）に準じて、市の地

域防災計画をふまえ、適切な対策を行う。 

（セ） 指定避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途

絶による孤立が続くと見込まれる場合には、当該地域に指定避難所を設置・維持す

ることの適否を検討する。 

（ソ） やむを得ず指定避難所に滞在することができない被災者に対しても、食料等必要

な物資の配布、保健師等による巡回健康相談の実施等保健医療サービスの提供、正

確な情報伝達により、生活環境の確保が図られるよう努めるものとする。 

（タ） 避難所を開設した場合には、関係機関等による支援が円滑に講じられるよう、避

難所の開設状況等を適切に県に報告するよう努めるものとする。 
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（ナ） 指定緊急避難場所や指定避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等

に関わらず適切に受け入れることとする。 

（ニ） 必要に応じ、指定避難所における家庭動物のための避難スペースの確保等に努め

るとともに、獣医師会や動物取扱業者等から必要な支援が受けられるよう、連携に努

めるものとする。 

 

イ【県が実施する対策】  

（イ） 指定避難所の管理運営に当たり、市町村から職員の派遣要請があり、必要があると認

めた場合は、可能な範囲において、職員を派遣する。  

           なお、職員を派遣する際は、感染症対策のため、職員の派遣に当たっては、派遣職員

の健康管理やマスク着用等を徹底する。  

（ウ）災害の規模、避難者の収容状況、避難の長期化等にかんがみ、被災市町村の区域外への

広域的な避難及び指定避難所、応急仮設住宅等への収容が必要であると判断した場合には、

国の政府本部等に支援を要請する。（危機管理部） 

 

 ５ 広域避難及び広域一時滞在を要する場合の活動  

(1) 基本方針  

    広域避難及び広域一時滞在については、県、市町村及び関係機関は相互に連携し、速やかな避

難の実施に努めるものとする。  

    

(2) 実施計画   

ア【市が実施する対策】  

（ア） 広域避難の対応 

 a  協議等  

災害の予測規模、避難者数にかんがみ、市町村の区域外への広域的な避難、指定避難

所及び指定緊急避難場所の提供が必要であると判断した場合において、県内の他の市町

村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道府県の市町村への受入れに

ついては、県に対し当該他の都道府県との協議を求めるほか、事態に照らし緊急を要す

ると認めるときは、県知事に報告した上で、自ら他の都道府県内の市町村に協議するこ

とができる。なお、広域避難に関して必要な調整を行うよう県に求めることができる。  

（チ） 指定緊急避難場所や指定避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等

に関わらず適切に受け入れることとする。 

（ツ） 必要に応じ、指定避難所における家庭動物のための避難スペースの確保等に努め

るとともに、獣医師会や動物取扱業者等から必要な支援が受けられるよう、連携に努め

るものとする。 

 

イ 【県が実施する対策】  

（イ） 指定避難所の管理運営に当たり、市町村から職員の派遣要請があり、必要があると認め

た場合は、可能な範囲において、職員を派遣する。   

 

（ウ）災害の規模、被災者の収容状況、避難の長期化等にかんがみ、被災市町村の区域外への広

域的な避難及び指定避難所、応急仮設住宅等への収容が必要であると判断した場合には、国

の非常本部等に支援を要請する。（危機管理部） 

 

 

   ５ 広域的な避難を要する場合の活動  

(1) 基本方針  

     大規模災害が発生し、被災者が居住地以外の市町村に避難する必要が生じた場合は、県、市

町村及び関係機関は相互に連携し、速やかな避難の実施に努めるものとする。  

  

(2) 実施計画  

ア【市が実施する計画】  

(ア) 被害が甚大で市町村域を越えた広域の避難・収容が必要と判断される場合には、県に支

援を要請する。  

 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本計画に合

わせて修正 
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b 実施  

あらかじめ策定した具体的なオペレーションを定めた計画に基づき、関係者間で適切な

役割分担を行った上で、広域避難を実施するよう努めるものとする。  

ｃ 避難者への情報提供  

避難者のニーズを十分把握するとともに、政府本部、指定行政機関、公共機関、他の地

方公共団体及び事業者と相互に連絡をとりあい、放送事業者等を含めた関係者間で連携を

行うことで、避難者等に役立つ的確な情報を提供できるように努めるものとする。  

  

（イ） 広域一時滞在の対応 

 a  協議等  

被災市町村は、災害の規模、被災者の避難状況、避難の長期化等にかんがみ、被災市町

村の区域外への広域的な避難及び指定避難所、応急仮設住宅等の提供が必要であると判断

した場合において、県内の他の市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他

の都道府県の市町村への受入れについては県に対し当該他の都道府県との協議を求めるこ

とができる。なお、広域一時滞在に関して必要な調整を行うよう県に求めることができ

る。  

     ｂ 広域的避難収容活動の実施  

       政府本部が作成する広域的避難収容実施計画に基づき、適切な広域的避難収容活動を実施

するものとする。  

  

      (削除)  

  

      (削除)  

  

(削除)  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 被災者が居住地以外の市町村に避難する必要が生じた場合は、避難先の市町村に対

し、指定避難所の供与及びその他の災害救助の実施に協力するよう要請する。  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

  

（ウ） この場合、避難者の把握、住民等の避難先の指定を行い、あらかじめ定めた避難輸送

方法等により避難させるものとする。  

（エ） 避難者を受け入れる市町村は、指定避難所を開設するとともに必要な災害救助を実施

するものとする。  

（オ） 居住地以外の市町村に避難する被災者に対して、必要な情報や支援・サービスを容易

かつ確実に受け取ることができるよう努めるものとする。  
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イ 【県が実施する対策】（危機管理部）  

(ア)  広域避難の対応  

a 協議及び調整  

市町村から他の都道府県の市町村への広域避難に関する協議要求があった場合に

は、他の都道府県と協議を行うものとする。なお、市町村の広域避難に関して必要な

調整を行うよう努めるものとする。  

ｂ 市町村への助言  

市町村から求めがあった場合には、受入先の候補となる地方公共団体及び当該地方

公共団体における避難者の受入能力（施設数、施設概要等）等、広域避難について助

言を行うものとする。  

 ｃ 実施  

         あらかじめ策定した具体的なオペレーションを定めた計画に基づき、関係者間で適切

な役割分担を行った上で、広域避難を実施するよう努めるものとする。  

ｄ  避難者への情報提供  

        避難者のニーズを十分把握するとともに、政府本部、指定行政機関、公共機関、他の

地方公共団体及び事業者と相互に連絡をとりあい、放送事業者を含めた関係者間で連携

を行うことで、避難者等に役立つ的確な情報を提供できるように努めるものとする。  

  

  (イ)  広域一時滞在の対応       

a  協議及び調整  

市町村から他の都道府県の市町村への広域一時滞在に関する協議要求があった場合に

は、他の都道府県と協議を行うものとする。  

また、市町村の行政機能が被災によって著しく低下した場合など、被災市町村からの

要求を待ついとまがないと認められるときは、市町村の要求を待たないで、広域一時滞

在のための協議を当該市町村に代わって行うものとする。なお、市町村の広域一時滞在

に関して必要な調整を行うよう努めるものとする。  

ｂ 市町村への助言  

イ 【県が実施する計画】（危機管理部）  

（ア） 必要に応じて、避難先の調整、移送ルートの調整を行う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ） 被害が甚大で県域を越えた広域の避難・収容が必要と判断される場合には、広域応

援協定締結都県市又は国の非常本部等に支援を要請する。  
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        市町村から求めがあった場合には、受入先の候補となる地方公共団体及び当該地方公共

団体における被災住民の受入能力（施設数、施設概要等）等、広域一時滞在について助

言を行うものとする。  

c   広域的避難収容活動の実施県は、政府本部が作成する広域的避難収容活動計画に基づ

き適切な広域的避難収容活動を実施するものとする。  

  

(削除)  

  

 

(削除)  

  

  

 ウ【運送事業者等の関係事業者が実施する対策(広域避難)】  

(ア) 活動実施  

運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的なオペレーションを定めた計画に基づき、

国、地方公共団体等の関係者間で適切な役割分担を行った上で、広域避難を実施するよう努

めるものとする。  

(イ) 避難者への情報提供  

関係事業者は、避難者のニーズを十分把握するとともに、政府本部、指定行政機関、公共

機関及び地方公共団体と相互に連絡をとりあい、放送事業者等を含めた関係者間で連携を行

うことで、避難者等に役立つ的確な情報を提供できるように努めるものとする。  

 

６ 住宅の確保  

(2) 実施計画  

イ【県が実施する対策】  

(ウ) (公社)長野県宅地建物取引業協会、（公社）全日本不動産協会長野県本部及び（公社）全

国賃貸住宅経営者協会連合会との協定に基づき、民間賃貸住宅の情報提供及び媒介の協力

を求める。  

  

  

  

 

 

 

（ウ） 居住地以外の市町村に避難する被災者に対して、必要な情報や支援・サービスを容

易かつ確実に受け取ることができるよう努める。  

（エ） 被災者の保護の実施のため緊急の必要があると認めるときは、運送事業者である指

定公共機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき人並びに運送すべき場所及び期

日を示して、被災者の運送を要請する。  

  

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 住宅の確保  

(2)  実施計画  

イ【県が実施する対策】  

(ウ)(一社)長野県宅地建物取引業協会、（公社）全日本不動産協会長野県本部及び（公社）全

国賃貸住宅経営者協会連合会との協定に基づき、民間賃貸住宅の情報提供及び媒介の協力

を求める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正式な団体名称を記載 
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(エ) 災害救助法が適用された場合、市町村と連携し、災害救助法第４条第１項第１号に規定す

る応急仮設住宅を提供する。（建設部）  

ａ 既存住宅ストックの活用を重視して応急的な住まいを確保することを基本とし、相談

体制の整備、修理業者の周知等の支援による応急修理の推進、公営住宅等の既存ストッ

クの一時提供及び賃貸型応急住宅の提供により、被災者の応急的な住まいを早期に確保

するものとする。また、地域に十分な既存住宅ストックが存在しない場合には、建設型

応急住宅を速やかに設置し、被災者の応急的な住まいを早期に確保するものとする。な

お、応急仮設住宅を建設する場合には、二次災害に十分配慮するものとする。  

ｄ (一社)プレハブ建築協会、（一社）全国木造建設事業協会、(一社)長野県建設業協会、

（一社）日本 RV・トレーラーハウス協会及び（一社）日本ムービングハウス協会との協

定に基づき住宅建設を要請する。  

また、応急仮設住宅の提供に必要な資機材の調達等が適正かつ円滑に行われるよう、

関係業界団体等との連絡調整を行うものとする。  

 

(エ)災害救助法が適用された場合、市町村と連携し、災害救助法第４条第１項第１号に規定す

る応急仮設住宅等を提供する。（建設部）  

ａ 民間賃貸住宅等の借上げ、応急仮設住宅の建設により、被災者に住宅を提供する。 

また、応急仮設住宅を建設する場合には、二次災害に十分配慮するものとする。  

  

  

 

  

 

ｄ (一社)プレハブ建築協会、（一社）全国木造建設事業協会及び(一社)長野県建設業協

会との協定に基づき住宅建設を要請する。  

また、応急仮設住宅の提供に必要な資機材の調達等が適正かつ円滑に行われるよ

う、関係業界団体等との連絡調整を行うものとする。  

 

応急仮設住宅の提供の

記載であることを明確

化 

国の防災基本計画に合

わせて修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新たに締結した協定者

を反映 
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地震災害対策編 第３章 第 29 節 

  修正後      修正前    修正理由・備考  

  第 29 節 建築物災害応急活動    

   

第３ 活動の内容  

２ 一般建築物  

(2) 実施計画  

イ【県が実施する対策】（建設部）  

 (イ) 市町村から、被災建築物や宅地の危険度判定の支援を要請され、必要があると認

められた場合は、職員を派遣するほか、広域的な支援の調整を行う。職員を派遣す

る際は、感染症対策のため、派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底する。  

  

３ 文化財  

(2) 実施計画  

ア【市が実施する対策】  

(ア)市教育部は、災害が発生した場合の所有者または管理者が実施すべき対策について

万全を期すよう指導するものとする。  

(イ)国・県指定文化財に災害が発生した場合は、その災害の原因、被害の概況及び応急

措置その他必要事項について県教育委員会に報告するものとする。  

(ウ)被災した建造物内の文化財について、所有者や県教育委員会等の関係機関と連携し

て応急措置をとるものとする。  

イ 【県が実施する対策】（教育委員会）  

(ア)災害が発生した場合の所有者または管理者が実施すべき対策について万全を期すよ

う、市町村文化財所管部局を通じて指導する。  

(イ)国指定文化財に災害が発生した場合は、その災害の原因、被害の概況及び応急措置

その他必要事項について文化庁に報告する。  

(ウ)被災した建造物内の文化財について、所有者や市町村文化財所管部局等の関係機関

と連携して応急措置をとる。  

  第 29 節 建築物災害応急活動    

  

第３ 活動の内容  

２ 一般建築物  

 (2) 実施計画  

イ【県が実施する対策】（建設部）  

 (イ) 市町村から、被災建築物や宅地の危険度判定の支援を要請され、必要があると認

められた場合は、職員を派遣するほか、広域的な支援の調整を行う。  

  

   

３ 文化財  

 (2) 実施計画  

ア【市が実施する対策】  

市町村教育委員会は、災害が発生した場合の所有者または管理者が実施すべき対策

について万全を期すよう指導し、国・県指定文化財に災害が発生した場合は、その災

害の原因、被害の概況及び応急措置その他必要事項について県教育委員会に報告する

ものとする。  

  

  

イ【県が実施する対策】（教育委員会）  

教育委員会は、災害が発生した場合の所有者または管理者が実施すべき対策につい

て万全を期すよう、市町村教育委員会を通じて指導するとともに、国指定文化財に災

害が発生した場合は、その災害の原因、被害の概況及び応急措置その他必要事項につ

いて文化庁に報告する。  

    

  

 

 

  

  

  

  

  

  

   

防災基本計画に合わせて

修正  

  

   

 

 

 

令和元年東日本台風災害

等を踏まえ、文化財の被

災に係る対策について修

正  
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ウ【所有者が実施する対策】  

(ア) 見学者の避難誘導を行うとともに、被害状況の調査を行うものとする。  

(イ) 文化財の火災による焼失を防ぐための措置をとるものとする。  

(ウ) 災害の原因、被害の概況及び応急措置その他必要事項を調査し、市教育部へ報告

し、被害の状況に応じ、被害の拡大防止のための応急修理の措置を文化庁、県教

育委員会、市教育部の指導を受けて実施する。  

(エ) 被災した建造物内の文化財について、県教育委員会や市教育部等の関係機関と連

携して応急措置をとるものとする。  

  

ウ【所有者が実施する対策】  

(ア) 見学者の避難誘導を行うとともに、被害状況の調査を行うものとする。  

(イ) 文化財の火災による焼失を防ぐための措置をとるものとする。  

(ウ) 災害の原因、被害の概況及び応急措置その他必要事項を調査し、市町村教育委員

会へ報告し、被害の状況に応じ、被害の拡大防止のための応急修理の措置を文化

庁、県教育委員会、市町村教育委員会の指導を受けて実施するものとする。 

（新設） 
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地震災害対策編 第３章 第 32 節 

   修正後      修正前    修正理由・備考  

  第 32 節 災害の拡大防止と二次災害の防止活動    

  

第３ 活動の内容  

１ 建築物、構造物に係る二次災害防止対策  

(2) 実施計画  

 ［建築物関係］  

ア【市が実施する対策】 （都市建設部、農林部、危機管理課） 

(ウ)  災害時に、適切な管理のなされていない空家等に対し、緊急に安全を確保するた

めの必要最小限の措置として、必要に応じて、外壁等の飛散のおそれのある部分

や、応急措置の支障となる空家等の全部又は一部の除却等の措置を行うものとす

る。  

  

  

  

  

  第 32 節 災害の拡大防止と二次災害の防止活動    

  

第３ 活動の内容  

１ 建築物、構造物に係る二次災害防止対策  

 (2) 実施計画  

［建築物関係］  

ア【市が実施する対策】 （都市建設部、農林部、総務部） 

        (新設)   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

組織改編による修正  

国の防災基本計画  

に合わせて修正  
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地震災害対策編 第３章 第 33 節 

  修正後      修正前    修正理由・備考  

  第 33 節 ため池災害応急活動    

  

第１ 基本方針  

地震によるため池決壊の災害を軽減するため、点検の結果、安全管理上必要があると認め

た場合は、速やかに応急措置を行い、ため池の安全を確保する。  

  

第２ 主な活動  

被害状況の的確な把握と被害の拡大防止のため、関係機関と調整を図る。  

  

第３ 活動の内容  

１ 基本方針  

あらかじめ定めた規模の地震が発生した場合には、対象となるため池について、速やか

に緊急点検を実施する。  

ため池が決壊した場合又は決壊のおそれが生じた場合は、速やかに位置及び被害状況を

把握するとともに、応急工事を実施する。  

  

２ 実施計画  

（３）【関係機関が実施する対策】  

ア ため池管理者は、地震発生後にため池の緊急点検を実施し、結果を速やかに市町村へ

報告する。  

イ ため池管理者は、地震により堤体に亀裂等が確認され、決壊のおそれが生じた場合、

緊急に取水施設を操作し、貯留水を放流する。  

ウ ため池管理者は、市町村が実施する応急対策に協力する。  

  

  第 33 節 ため池災害応急活動    

  

第１ 基本方針  

地震発生に伴うため池決壊の災害を軽減するため、点検の結果、安全管理上必要があると

認めた場合は、速やかに応急措置を行い、ため池の安全を確保する。  

  

第２ 主な活動  

被害状況の的確な把握と被害の拡大防止のために関係機関と調整を図る。  

  

第３ 活動の内容  

１ 基本方針  

あらかじめ定めた規模の地震が発生した場合には、対象となるため池について速やかに

緊急点検を実施する。  

ため池が決壊した場合、もしくは決壊のおそれが生じた場合は、速やかに位置及び被害

状況等について把握するとともに、応急工事を実施する。  

  

２ 実施計画  

（３）【関係機関が実施する対策】  

ア 管理団体において、地震発生後にため池の緊急点検を実施し、結果を速やかに市町村

へ報告する。  

イ 地震の発生により堤体に亀裂等が確認され決壊のおそれが生じた場合、緊急に取水施

設を操作し貯留水を放流する。  

ウ 市町村が実施する応急対策について協力する。  

  

  

   

 

文言の修正  

  

   

文言の修正  

   

 

記号・文言の修正  

  

  

   

記号・文言の修正  

  

 

  

   

記号・文言の修正関係機

関名を明記  
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地震災害対策編 第３章 第 34 節 

  修正後      修正前    修正理由・備考  

  第 34 節 農林水産物災害応急活動    

  

第３ 活動の内容  

１ 農水産物災害応急対策  

 (2) 実施計画  

イ【県が実施する対策】（農政部）  

     (エ) 被災地における家畜への飼料供給及び生乳の集送体制を確保するため、国・市町村及び

関係団体との調整を行う。   

  第 34 節 農林水産物災害応急活動    

  

第３ 活動の内容  

１ 農水産物災害応急対策  

(2) 実施計画  

イ【県が実施する対策】（農政部）  

 (エ) 被災地における家畜への飼料供給を確保するため、国・市町村及び関係団体と

の調整を行う。  

  

  

  

  

   

 

実際に支障を来す事象に

ついて追加  
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地震災害対策編 第５章 第４節 

修正後 修正前 修正理由・備考 

 第４節 広報計画    

  

第２ 活動の内容  

２ 警戒本部設置時の広報 

 (3)【防災関係機関が実施する計画】  

  エ ＮＴＴ東日本㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱、楽天モバイル㈱  

 

 第４節 広報計画    

  

第２ 活動の内容  

 ２ 警戒本部設置時の広報 

(3)【防災関係機関が実施する計画】  

  エ ＮＴＴ東日本㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱  

 

 

 

 

 

 

事業者の追加 
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地震災害対策編 第５章 第５節 

修正後 修正前 修正理由・備考 

 第５節 避難活動等    

第２ 活動の内容  

１ 避難指示  

（１）【市町村が実施する計画】  

イ 避難対象地区の住民等に広報車、無線施設、有線放送等の手段を活用し、地区の範

囲、指定緊急避難場所、避難路及び避難指示の伝達方法等について十分徹底を図るも

のとする。  

 

 第５節 避難活動等    

第２ 活動の内容  

１ 避難の指示  

（１）【市町村が実施する計画】  

イ 避難対象地区の住民等に広報車、無線施設、有線放送等の手段を活用し、地区の範

囲、指定緊急避難場所、避難路及び指示の伝達方法等について十分徹底を図るものとす

る。  

 

 

 

 

災害対策基本法改正の

改正に伴う修正 
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地震災害対策編 第５章 第 11 節 

修正後 修正前 修正理由・備考 

 第 11 節 防災関係機関の講ずる措置    

第２ 活動の内容  

  ２ 通信（東日本電信電話㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱、楽天モバイル

㈱）  

 第 11 節 防災関係機関の講ずる措置   

第２ 活動の内容  

  ２ 通信（東日本電信電話㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンク㈱）  

 

 

事業者の追加 

 


